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「サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参考となる開示例集」について（１／２）

 金融庁は、令和５年度の有価証券報告書レビューとして、令和５年３月31日以降に終了する事業年度に
係る有価証券報告書について、サステナビリティに関する企業の取組の開示等の審査を実施している。

 昨今サステナビリティに関する開示について投資者の関心が高まってきていることや、有価証券報告書に
おけるサステナビリティに関する開示が令和５年３月期より義務化されて間もないこと等を踏まえ、今後の
提出会社による自主的な改善に資するよう、令和５年度の有価証券報告書レビューにおいて現時点（令
和６年３月29日時点）までに識別された課題への対応にあたって参考となる開示例集を「令和５年度 有価
証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべき事項等」（以下「本紙」という）の別冊
付録として取りまとめた。開示例については、識別された課題、企業の開示実務の状況、国内のサステナ
ビリティ開示基準開発のベースである国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）の開示基準や国内のサス
テナビリティ基準委員会（SSBJ）による基準の開発動向等を勘案して、気候変動と人的資本のテーマに関
連するものを中心に選定した。

 本開示例集の編纂にあたっては、投資家・アナリスト・有識者及び企業の皆様による勉強会を開催し、そ
こでご議論いただいた内容を反映している。

 本開示例集は、有価証券報告書におけるサステナビリティに関する開示制度導入の過渡期にあって、今
後段階的に開示を改善させていく企業の実務のひとつの参考として、現時点（令和６年３月29日時点）に
おける開示実務を前提に取りまとめたものである。各開示例は必ずしもすべての留意事項等を網羅して
いるものではなく、開示例としての公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証
するものでもない。企業にとって参考になる事例の水準は、今後の実務の進展に伴い、継続的に進歩し
ていくものと想定される。また、サステナビリティに関する開示については、いわゆるボイラープレートにな
りうるような一定の形式が想定されるわけではなく、企業の個別の状況に合わせて、様々な開示が想定さ
れるので、本開示例も参考にしながら、より良い開示を目指していただきたい。
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「サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参考となる開示例集」について（２／２）

 また、令和５年度の有価証券報告書レビューにおいて「コーポレート・ガバナンスの状況等」における政策
保有株式に関する開示についても審査を実施している。政策保有株式関連の開示についても、投資者の
関心が高いことや、昨今の企業による政策保有株式関連の開示の動向等を踏まえ、今後の提出会社に
よる自主的な改善に資するよう、参考となる開示例を掲載した。サステナビリティ関連の開示例と同様に、
いわゆるボイラープレートになりうるような一定の形式が想定されるわけではなく、企業の個別の状況に
合わせて、様々な開示が想定されるので、本開示例も参考にしながら、より良い開示を目指していただき
たい。

 なお、金融庁では、平成30年度より毎年、開示の充実に向けた実務の積上げ・浸透を図る取組として、投
資者の判断に有益となるような先進的な開示例を「記述情報の開示の好事例集」として取りまとめて公表
している。令和５年12月に公表した「記述情報の開示の好事例集2023」でも、有価証券報告書において
「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載欄が新設されたことも踏まえ、気候変動、人的資本等
をテーマとして、各テーマに沿った開示例や好事例として採り上げた企業の主な取組、および投資家等が
期待する主な開示のポイント等を掲載しているので、こちらも適宜参考にされたい。
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（前ページからの続き）



「サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参考となる開示例集」の使い方

 それぞれの開示例では、青色のボックス（①）内に参考になる主なポイントを記載しているので、参考にし
ていただきたい。

 開示例は、必要に応じて、文章や図表の抜粋・省略やレイアウトの変更を行っている。全体像については、
対象開示資料と該当ページを記載しているので、EDINET又は各社ウェブサイトで検索の上、確認いただ
きたい。

 本開示例集では、目次の会社名から各開示例へのハイパーリンクを付している（②）。また、企業の取組
例の会社名から各開示例へのハイパーリンクを付している（③）。さらに、各開示例のスライド右上には、
目次に戻るためのハイパーリンクを付している（④）ので、適宜活用いただきたい。
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②
③ ④

①

！本開示例集の公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものではない。



I. サステナビリティに関する企業の取組の開示



課題への対応にあたって参考となる開示例の目次（１／５）

項目 課題 留意事項等 参考になる開示例 （※2）

１．ガバナンス ①サステナビ

リティ関連のガ
バナンスに関
する記載がな
い又は不明瞭
である （本紙
P.17-18参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

a. サステナビリティ関連のリスク及び機会
を監視・管理するためのガバナンスの過程、
統制及び手続の内容について記載

b. 気候変動関連や人的資本関連のリスク
や機会を監視・管理するためのガバナンス
の過程、統制及び手続についても記載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待・コメント等）] （※1）

c. 取締役会等による監督の状況等（役割・
方針等の状況、スキル等の利用可能性・
開発予定、サステナビリティ関連のリスク・
機会に関する情報がもたらされる頻度・考
慮状況、目標のモニタリング状況（報酬に
関する方針を含む）、経営者の役割等）を
記載

d. 該当する場合には、監査役会等や内部
監査部門に関しても併せて記載

e. 「コーポレート・ガバナンスの状況等」へ
の参照方式を活用することによって開示

• 日本ピストンリング株式会社 [1-
1] (a, c)

• 大日精化工業株式会社 [1-2] (a, 
c)

• 三井住友建設株式会社 [1-3] (a, 
c)

• 京阪神ビルディング株式会社
[1-4] (a, c)

• 株式会社岩手銀行 [1-5] (a, c)

• 三菱マテリアル株式会社[1-6] 
(a, c, e)

• アスクル株式会社 [1-7] (a, b, c, 
e)

• ヤマト・インダストリー株式会社
[1-8] (a, d)

• 株式会社ニチレイ [1-9] (a, b, c)

• 株式会社ヨコオ [1-10] (a, c, d)

• 株式会社ひらまつ [1-11] (a, c, 
d)
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（※1） 「開示の充実に向けて参考になると考えられる事項（投資家・アナリスト・有識者の期待・コメント等）」とは、法令等に準拠したうえで、さらに投資者の投資判断や投資者との対話に有用な情報を提
供する観点から、開示の充実を検討する際に参考になると考えられる事項である（以下同じ）。
（※2） 「参考になる開示例」に記載の各会社名から各開示例へハイパーリンクを付しているので、適宜活用いただきたい（以下同じ）。



課題への対応にあたって参考となる開示例の目次（２／５）

項目 課題 留意事項等 参考になる開示例

２．リスク管理 ②サステナビリ

ティ関連のリス
クを識別、評価
及び管理する
ための過程に
関する記載が
不明瞭である
（本紙P.19-20参照）

③サステナビリ

ティ関連の機会
を識別、評価及
び管理するた
めの過程に関
する記載がな
い （本紙P.19-20参

照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって留
意すべき事項]

f. サステナビリティ関連のリスクを識別、評
価及び管理するための過程の内容について
記載

g. サステナビリティ関連の機会を識別、評価
及び管理するための過程について記載

h. 気候変動関連や人的資本関連のリスクや
機会を識別、評価及び管理するための過程
についても記載

[開示の充実に向けて参考になると考えられ
る事項（投資家・アナリスト・有識者の期待・
コメント等）]

i. リスクを識別、評価、優先順位付け及びモ
ニタリングするプロセスで用いるインプット
（例えば、データ・ソース等）の他、リスクの
影響の性質、発生可能性及び規模をどのよ
うに評価するかやリスクをどのように優先順
位付け、モニタリングしているか等を開示

j. サステナビリティに関連するリスク・機会を
識別、評価、優先順位付け及びモニタリング
するためのプロセスが、企業の全体的なリス
ク管理プロセスにどのように統合されている
かについて記載

• ミネベアミツミ株式会社 [2-1] 
(f, g, h, i)

• 京阪神ビルディング株式会社
[2-2] (f, g, j)

• 株式会社 ジーエス・ユアサ
コーポレーション [2-3] (f, g, h,  
i)

• 株式会社共立メンテナンス
[2-4] (f, g, h, i)

• ＫＰＰグループホールディング
ス株式会社 [2-5] (f, g, h, j)

• 株式会社カナデン [2-6] (f, g, 
j)

• 藤井産業株式会社 [2-7] (f, g, 
h, j)

• アスクル株式会社 [2-8] (f, g, 
h, j)
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課題への対応にあたって参考となる開示例の目次（３／５）

項目 課題 留意事項等 参考になる開示例

３．戦略・指標
及び目標

④戦略並びに指標
及び目標のうち、重
要なものについて記
載がない （本紙P.21-22

参照）

⑤サステナビリティ
関連のリスク及び機
会の記載がない又は
不明瞭なため、サス
テナビリティに関する
戦略並びに指標及び
目標に関する記載が
不明瞭である（本紙
P.23-24参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあ
たって留意すべき事項]

k. サステナビリティに関する戦略並

びに指標及び目標のうち、重要なも
のについて記載

[開示の充実に向けて参考になると

考えられる事項（投資家・アナリスト・
有識者の期待・コメント等）]

l.戦略や指標及び目標を開示する際

には、対応するサステナビリティ関連
のリスク及び機会についても記載

m. サステナビリティ関連のリスク及
び機会に関する財務的影響も記載

n. 財務的な影響や指標などの定量
情報については、前提その他の補足
情報（定義、算定方法、仮定等）に関
しても併せて記載

o. 検討中や策定中等の理由により
開示できない場合には、その旨を当
連結会計年度末現在での取組状況
として記載するとともに、当連結会計
年度末現在での今後の取組の予定
についても併せて記載

• 倉敷紡績株式会社 [3-1] (k, l, 
m, n, o)

• 株式会社百十四銀行 [3-2] (k, 
l)

• ユニプレス株式会社 [3-3] (k, l, 
m, n)

• 日本ピストンリング株式会社
[3-4] (k, l, m)

• 株式会社ミマキエンジニアリン
グ [3-5] (k, l, m, n)

• 共同印刷株式会社 [3-6] (k, l, 
m, n)

• 青山商事株式会社 [3-7] (m, n)

• 株式会社リョーサン [3-8] (m, n)

• 株式会社十六フィナンシャルグ
ループ [3-9] (n)

• 株式会社なとり [3-10] (n, o)

• シキボウ株式会社 [3-11] (n, 
o)

• 伊藤忠エネクス株式会社 [3-
12] (n, o)
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課題への対応にあたって参考となる開示例の目次（４／５）

項目 課題 留意事項等 参考になる開示例

４．人的資本 ⑥人的資本（人材の
多様性を含む）に関
する方針、指標、目
標及び実績のいずれ
かの記載がない又は
不明瞭である（本紙
P.25参照）

⑦人的資本（人材の
多様性を含む）に関
する指標、目標及び
実績が連結会社ベー
スの記載になってい
ない（本紙P.26参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあ
たって留意すべき事項]

p. 方針や当該方針に関する指標、目
標又は実績を記載することが困難な
場合には、その旨及び理由を記載

q. 連結会社ベースの開示を行うこと
が困難な場合には、連結会社ベース
の開示を行うことが困難な理由、開
示の対象とした範囲及び当該範囲と
した理由を記載

[開示の充実に向けて参考になると

考えられる事項（投資家・アナリスト・
有識者の期待・コメント等）]

r. 方針と関連する指標、目標及び実
績については対応関係を分かりやす
く開示

s. 指標については、特に企業固有の
ものであるような場合には、指標の
前提その他の補足情報（指標の定義、
算定方法、仮定等）に関しても併せて
記載

• 東洋紡株式会社 [4-1] (r)

• 株式会社阿波銀行 [4-2] (r, s)

• 株式会社紀陽銀行 [4-3] (r, s)

• 太平洋工業株式会社 [4-4] (s)

• 株式会社大分銀行 [4-5] (s)

• 株式会社群馬銀行 [4-6] (p, q, 
s)

• シンプレクス・ホールディングス
株式会社 [4-7] (p, s)

• 株式会社オートバックスセブン
[4-8] (s)

• 株式会社バイタルケーエス
ケー・ホールディングス [4-9] 
(s)

• 株式会社グリッド [4-10] (p)

• ＯＣＨＩホールディングス株式会
社 [4-11] (q)
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課題への対応にあたって参考となる開示例の目次（５／５）

項目 課題 留意事項等 参考になる開示例

５．参照方式 ⑧ 「サステナビリティ
に関する考え方及び
取組」に記載すべき
事項を有価証券報告
書内の他の箇所に
記載して参照する場
合において、記載上
の不備がある（本紙
P.27参照）

⑨ 「サステナビリティ
に関する考え方及び
取組」の記載事項に
ついて、公表した他
の開示書類等に記
載した情報を参照す
る場合において、記
載上の不備がある
（本紙P.28-29参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあ
たって留意すべき事項]

t. 「サステナビリティに関する考え方
及び取組」に記載すべき事項を有価
証券報告書の他の箇所に記載して
省略する場合には、他の箇所におい
て記載している旨を記載するとともに、
当該他の箇所において記載すべき
事項を適切に記載

u. 開示府令に規定する事項を有価
証券報告書に記載した上で、当該記
載事項を補完する詳細な情報につい
て、公表した他の書類を参照

[開示の充実に向けて参考になると

考えられる事項（投資家・アナリスト・
有識者の期待・コメント等）]

v. 将来公表予定の書類を参照する
際は、公表予定時期や公表方法、記
載予定の概要等も併せて記載

• 三菱マテリアル株式会社 [1-6] 
(t)

• アスクル株式会社 [1-7] (t)

• アスクル株式会社 [2-8] (t)

• ユニプレス株式会社 [3-3] (u)

• 伊藤忠エネクス株式会社 [3-
12] (v)

• 太平洋工業株式会社 [4-4] (t, 
u)

• ＳＣＳＫ株式会社 [5-1] (v)
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１．ガバナンス



日本ピストンリング株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

1-1
ガバナンス

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティに関するガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、
関連する組織体の名称、役割・権限、責任者及び開催頻度を示した上で、組織
図を用いて報告・監督体制等の情報を補完することにより、記載

12

連結売上高：585億円、提出会社従業員数：586人、連結従業員数：3,036人、市場区分：プライム（※持株会社設立により、2023年9月28日付で上場廃止）

目次に戻る



大日精化工業株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 】 ※一部抜粋

1-2
ガバナンス

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティに関するガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、関連する組織体の役割等を示した上で、ガ
バナンスに関連する体制図を用いて当該情報を補完することにより、記載

 内部統制に関する委員会を含めたガバナンス・内部統制体制についても記載

 サステナビリティ関連業務に対する業績評価を人事考課、給与に反映させる仕組みを運用している旨についても記載

13

連結売上高：1,220億円、提出会社従業員数：1,451人、連結従業員数：3,666人、市場区分：プライム

目次に戻る



三井住友建設株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

(1) ガバナンス

気候変動、人権などのサステナビリティ施策は、取締役会による監督の下、代表取締

役社長が委員長を務めるサステナビリティ推進委員会で審議し、重要な事項については

経営会議での審議を経て、取締役会で決議します。

2022年度は開催された取締役会17回の内、13回でサステナビリティ関連の内容を含む

議題（気候変動、人権、Ｄ＆Ｉ、人材育成、等）が付議、報告されました。

サステナビリティに関する取り組みを全社で推進するため、各本部にサステナビリ

ティ推進組織を設置し、経営企画本部長（執行役員）がリーダーを務める組織横断のSX

推進プロジェクトを設置し、サステナビリティ施策の立案、展開、進捗管理を行う体制

を整えています。

経営理念に掲げる「社員活力の尊重」については、2022年４月にそれまでの「ダイ

バーシティ推進委員会」を代表取締役社長を委員長とする「Ｄ＆Ｉ推進委員会」へ改組

し、経営トップの強いコミットメントと社員の意識改革の下、女性、外国人、シニア、

障がい者等の積極的な登用を図るとともに、多様な人材が活躍できる企業風土づくりの

実現に取り組んでいます。

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティに関するガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、関連する会議体等の名称、構成員、機能・役割等を示した上で、
組織図を用いて報告・監督体制等の情報を補完することにより、記載

 当年度に取締役会においてサステナビリティ関連の議題が付議、報告された回数の実績も記載

 役員を対象としてＥＳＧに関する社外評価に連動する業績連動報酬制度を導入している旨も記載

半数以上の委員を社外役員で構成する指名・報酬諮問委員会の協議を経て、社外取締

役を除く取締役及び執行役員を対象として、「平均連結営業利益」、「ＥＳＧに関する

社外評価」、「人事関連指標」に連動する業績連動報酬制度を導入し、2022年７月から

運用を開始しました。

サステナビリティ基本方針 https://www.smcon.co.jp/company/company-

policy/sustainability-policy/

2050年カーボンニュートラルに向けたロードマップ

https://www.smcon.co.jp/csr/carbon-neutral/

人権方針 https://www.smcon.co.jp/company/company-policy/human-rights-policy/

Ｄ＆Ｉポリシー https://www.smcon.co.jp/company/company-policy/di-policy/
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連結売上高：4,586億円、提出会社従業員数：2,977人、連結従業員数：5,449人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 サステナビリティに関するガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、内規、経

営者・組織体の役割、報告・監督の体制等を示した上で、体制図を用いて当該情報を
補完することにより、記載

 サステナビリティ関連の会議の開催頻度や主な議題も記載
 取締役会の監督機能の発揮の一環として、取締役・監査役の研修テーマにサステナビ

リティ課題を組み入れていることについて記載

京阪神ビルディング株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.13 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※一部抜粋
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連結売上高：188億円、提出会社従業員数：53人、連結従業員数：53人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 サステナビリティに関するガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、機関・委

員会等の名称、構成員、役割、開催頻度、管理・監督体制等を示した上で、体制図を用
いて当該情報を補完することにより、記載

 サステナビリティに関する委員会・取締役会等の開催状況として、時期とともに、主な協
議・報告事項を記載

株式会社岩手銀行（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.14-15 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 】 ※一部抜粋
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連結経常収益：475億円、提出会社従業員数：1,310人、連結従業員数：1,391人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 （１） 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において、サステナビリティに関連する方針・

内規、組織体制の概要について記載した上で「コーポレート・ガバナンスの概要」を参照
 （２） 参照先の「コーポレート・ガバナンスの概要」において、サステナビリティ委員会及びサステ

ナブル経営推進本部について役割及び構成員等を記載

三菱マテリアル株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17, 52-53, 57, 59

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（１） （２）

①ガバナンス

当社は、コーポレート・ガバナンス基本方針において、当社グループの中長期的な企
業価値の向上を実現するためには、サステナビリティを巡る課題への対応が必要不可欠
と認識し、グローバルな事業活動のなかで廃棄物や資源のリサイクル及び省エネルギー
の推進を行うなど、社会的課題の解決に積極的に取組むことにより、持続可能な社会の
構築への貢献と中長期的な企業価値の向上の両立を目指すこと、及び「サステナビリ
ティ基本方針」に基づき、サステナビリティを巡る課題に対し、適切に対応していくこ
とを定めています。

2021年12月１日付で策定したサステナビリティ基本方針は、当社グループのサステナ
ビリティに関連する規定・方針類を束ねる上位方針として位置付けており、関連する方
針として、人権方針、環境方針、調達方針等を定めています。これらの方針等に基づき、
取組を進めてまいります。当社グループのサステナビリティ基本方針及び関連する方針
等の詳細は、当社ウェブサイトに掲載しております。

URL：https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/sustainability/ 

また、取締役会がサステナビリティに関する取組のモニタリングに留まらず、異なる
視点からサステナビリティへ取組む方向性を能動的に検討し、社内に示していくべく、
取締役会の下に「サステナビリティ委員会」を設置しております。また、執行役社長
（本部長）、関係部署の担当執行役（副本部長）、関係部署の部長等によって構成され
る「サステナブル経営推進本部」（※）を設置し、サステナビリティを含む各種経営課
題に一元的に対応する体制を構築しております。これらを含めた当社のコーポレート・
ガバナンスの概要は、「４ コーポレート・ガバナンスの状況等 （１）コーポレート・
ガバナンスの概要」をご参照下さい。

（※）2023年７月１日付でサステナビリティ経営体制を刷新することに伴い、サステ
ナブル経営推進本部をＳＣＱ推進本部へ改組するとともに、専門部会の構成を一部変更
する予定としております。

【コーポレート・ガバナンスの概要】※一部抜粋

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

（サステナビリティ委員会）
サステナビリティ委員会は、取締役会からの諮問事項として、サステナビリティ経営

に関するモニタリング方法や、サステナビリティ経営の課題等について検討します。サ
ステナビリティ委員会で検討した事項は、取締役会に答申します。

サステナビリティ委員会は、2023年６月23日現在、以下５名（うち社外取締役４名）
の取締役で構成されております。

五十嵐 弘司〔委員長及び議長〕、杉 光、武田 和彦、別府 理佳子（注１）、小
野 直樹

（下線は社外取締役）

（サステナブル経営推進本部）
サステナブル経営推進本部は、執行役社長（本部長）、関係部署の担当執行役（副本

部長）、関係部署の部長等によって構成されており、当社グループが企業理念に則り、
事業活動を通じて持続可能な社会構築への貢献と中長期的な企業価値の向上の両立を実
現することを目的として、サステナビリティを巡る経営課題に対する一元的な対応を推
進しております。

下部組織として専門分野ごとに部会を設け、年度方針や活動計画を審議し、各分野に
関係する具体的な施策等について同本部においてフォローアップを行った上で、その活
動状況については毎月戦略経営会議及び取締役会に報告しております。

2023年６月23日現在の専門部会は、以下のとおりです。
コミュニケーション部会、人権部会、コンプライアンス部会、リスクマネジメント・

危機管理部会、気候変動対応部会、環境管理部会、品質管理部会、情報セキュリティ部
会、個人情報保護法対応部会、ゼロ災推進部会、健康経営推進部会

（注）2023年７月１日付でサステナビリティ経営体制を刷新することに伴い、サステ
ナブル経営推進本部をＳＣＱ推進本部へ改組するとともに、専門部会の構成を一部変更
する予定としております。
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連結売上高：1兆6,259億円、提出会社従業員数：5,450人、連結従業員数：18,576人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 （３） 参照先の「コーポレート・ガバナンスの概要」の取締役会の活動状況の開

示においてサステナビリティ関係の審議状況について記載
 （４） 参照先の「コーポレート・ガバナンスの概要」のサステナビリティ委員会の

活動状況の開示においてサステナビリティ委員会の具体的な検討内容につ
いて記載

三菱マテリアル株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17, 52-53, 57, 59 

（取締役会の活動状況）

当事業年度において、取締役会は19回開催されました（取締役の出席率：竹内章氏

100％、小野直樹氏100％、髙柳喜弘氏100％、得能摩利子氏100％、渡辺博史氏100％、杉

光氏100％、若林辰雄氏100％、五十嵐弘司氏100％、武田和彦氏100％、別府理佳子氏

100％（武田和彦、別府理佳子の両氏は、2022年６月の取締役就任後の出席状況を記載し

ています。））。

当事業年度における取締役会の審議内容及び審議回数は、以下のとおりであります。

【コーポレート・ガバナンスの概要】※一部抜粋

（３）
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（４）

連結売上高：1兆6,259億円、提出会社従業員数：5,450人、連結従業員数：18,576人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 （１） 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において、サステナビリティ全般に関連するガバナンスの概要について説明した上で「コーポレート・ガバナンスの概要」を参照
 （２） 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において、気候変動への取組みに関するガバナンスについても、取締役会の監視体制と経営者の役割に分けて記載
 （３） 「サステナビリティに関する考え方及び取組」において、人的資本・多様性に関する取組みに関するガバナンスについても記載した上で「コーポレート・ガバナンスの概要」を参照

アスクル株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年5月期） P.14, 19, 21, 44-45, 48 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（１）

１．サステナビリティ全般

（1）ガバナンス
当社グループは、自らの社会的責任を果たし、持続的成長と中長期的な企業価値の向

上を図り、取締役会のガバナンス機能を補完することを目的として、リスク担当取締役
を委員長とするサステナビリティ委員会を設置しています。

サステナビリティ委員会においては、サステナビリティおよびＥＳＧに関する課題や
方針の審議、決定、およびリスク・コンプライアンス委員会、労働安全衛生委員会、品
質マネジメント委員会、情報開示委員会の各委員会のモニタリングを行っています。

マテリアリティ（重要課題）への対応やＥＳＧ施策などを含むサステナビリティに関
する課題への取組み・検討・推進に当たっては、当社各部門および当社グループと連携
を図るとともに、経営会議および関連各機関とも連携を図り、実効性の向上に努めてお
ります。

合わせて、当社グループの適切なコーポレート・ガバナンスの構築、経営の透明性の
確保、企業価値の向上等を目的として、「指名・報酬委員会」「特別委員会」「独立社
外役員会議」等を設置し、各課題の審議・検討を行っております。

各委員会の活動については、定期的に取締役会に報告されるとともに、特に重要な事
項については、随時、取締役会に上程または報告され、適宜必要な指示・助言を受ける
ことでモニタリングが図られています。

上記を含むコーポレート・ガバナンス体制の概要については、「第４ 提出会社の状
況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (1) コーポレート・ガバナンスの概要
② 企業統治の体制」をご参照ください。
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２．気候変動への取組み

（1）ガバナンス
① 取締役会の監視体制

当社グループでは、気候関連課題における現状確認、課題解決に向けた協議・審議・対策の
実施を目的として、環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）推進体制に基づきＣＥＯ、取締役、
執行役員および事業の各部門長を参加メンバーとする「ＥＭＳ責任者会議」を四半期ごとに開
催しています。ＥＭＳ責任者会議で報告、検討された重要事項については、取締役会の下部機
関で、それぞれリスク担当取締役が委員長を務め、代表取締役および社内取締役等から構成さ
れるリスク・コンプライアンス委員会およびサステナビリティ委員会に上程、または報告され
ます。

リスク・コンプライアンス委員会では、主に気候変動のリスクマネジメントに関する事項に
ついて、またサステナビリティ委員会では、気候変動問題が当社グループの持続的成長に及ぼ
す影響やそれに対する行動計画等について、それぞれ協議、または審議・決定が行われていま
す。また、各委員会に報告された特に重要な事項については、取締役会に上程、または報告さ
れ、適宜必要な指示・助言を受けることでモニタリングが図られています。

② 経営者の役割
当社の代表取締役社長ＣＥＯは、経営戦略や事業計画および重要な業務執行などを議論する

取締役会に出席し、当社グループの最高経営責任者として気候関連課題に対する最終責任を
負っています。

代表取締役社長ＣＥＯへの気候関連課題の報告プロセスとしては、主に四半期ごとのＥＭＳ
責任者会議、年に１回のマネジメントレビューがあり、各取組み方針、計画と進捗状況の報告
が行われています。代表取締役社長ＣＥＯは、各報告プロセスにおいて、気候関連課題の解決
に向けた取組みを評価し、全社事業活動との整合性を図り、経営資源の配分や体制の構築、取
組みの促進や方向性の修正に関して、必要な意思決定・指示・助言を行っています。

（２）

連結売上高：4,467億円、提出会社従業員数：897人、連結従業員数：3,574人、市場区分：プライム

３．人的資本・多様性に関する取組み
（1）ガバナンス

人的資本および多様性に関するリスク・課題・対応状況については、取締役会による監督に
基づき、サステナビリティ委員会、労働安全衛生委員会および経営会議等を通じて、審議・決
議を実施しております。

労働安全衛生委員会においては、当社および当社グループの労働安全と労働環境の向上を通
じて、従業員およびスタッフ等の安全確保および心身の健康・向上、ならびに、生産性と士気
の向上を図ることを目的として、労働安全衛生に関する状況の把握と対策に取り組んでいます。

このほか、人的資本・多様性を含むサステナビリティ全般に関するガバナンスについては、
「第２ 事業の状況 ２ サステナビリティに関する考え方及び取組 １．サステナビリティ
全般 (1)ガバナンス」に記載のとおりです。

（３）

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 （４） （５）参照先の「コーポレート・ガバナンスの概要」において、サステナビリティ委員会及びサステナビリティ委員会がモニタリングしている対象委員会の名称、役割、構成員等

について記載するとともに、サステナビリティ委員会の活動状況として開催頻度、具体的な検討内容及び個々の委員等の出席状況等を記載

アスクル株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年5月期） P.14, 19, 21, 44-45, 48 

（４）

【コーポレート・ガバナンスの概要】※一部抜粋

② 企業統治の体制

ｅ．サステナビリティ委員会
当社および当社グループの社会的責任を果たし、持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図

り、取締役会のガバナンス機能を補完することを目的として、サステナビリティおよびＥＳＧに
関する課題や方針の審議、決定、および下記ｆ．～ｉ．の各委員会のモニタリングを行っていま
す。委員は、代表取締役（吉岡晃）、リスク担当取締役（玉井継尋 委員長）を含む社内取締役
（保苅真一）、ＣＯＯ（川村勝宏）、および、下記ｆ．～ｉ．の各委員会の委員長で構成されて
います。また、アドバイザーとして、社外取締役または監査役（社外監査役を含む）１名以上
（当事業年度は、市毛由美子 社外取締役、今村俊郎 常勤監査役、浅枝芳隆 社外監査役）が
選任されております。

ｆ．リスク・コンプライアンス委員会
当社および当社グループにおけるリスクを管理するとともに、法令や社内外の規則・規範を遵

守し、適正な業務遂行を図ることを目的として、下記ｇ．、ｈ．の各委員会での所管事項以外の
事案に関するリスクおよびコンプライアンスの状況についての把握と対策に取り組んでいます。
委員は、代表取締役（吉岡晃）、リスク担当取締役（玉井継尋 委員長）を含む社内取締役（保
苅真一）、ＣＯＯ（川村勝宏）、法務担当部門の本部長で構成されています。また、アドバイ
ザーとして、社外取締役または社外監査役１名以上（当事業年度は、中川深雪 社外監査役）が
選任されております。

ｇ．労働安全衛生委員会
当社および当社グループの労働安全と労働環境の向上を通じて、スタッフおよび従業員等の安

全確保および心身の健康・向上、ならびに、生産性と士気の向上を図ることを目的として、労働
安全衛生に関する状況の把握と対策に取り組んでいます。委員は、リスク担当取締役（玉井継
尋）を含む社内取締役（保苅真一）、ＣＯＯ（川村勝宏）、人事担当本部長（伊藤珠美 委員
長）、物流、経営企画、法務、ＣＳＲ、総務担当部門の本部長、内部監査の部門長、ASKUL
LOGIST株式会社代表取締役社長で構成されています。また、アドバイザーとして、社外取締役ま
たは監査役（社外監査役を含む）１名以上（当事業年度は、塚原一男 社外取締役、今村俊郎
常勤監査役）が選任されております。

ｈ．品質マネジメント委員会
当社および当社グループの取扱商品の品質向上および品質管理機能の強化を目的として、取扱

商品の品質に関する状況の把握と対策に取り組んでいます。委員は、代表取締役（吉岡晃）、リ
スク担当取締役（玉井継尋）を含む社内取締役（保苅真一）、ＣＯＯ（川村勝宏）、カスタマー
対応本部長（桜井秀雄 委員長）、商品、商品品質管理、 ＢtoＢ、ＢtoＣ、ＩＴ、物流、経営
企画、法務、ＣＳＲの各担当部門の本部長、ならびに、商品品質管理担当部門の統括部長、内部
監査の部門長、ASKUL LOGIST株式会社代表取締役社長等で構成されています。また、アドバイ
ザーとして、社外取締役または監査役（社外監査役を含む）１名以上（当事業年度は、青山直美
社外取締役）が選任されております。

ｉ．情報開示委員会
当社および当社グループの適切な情報開示により、経営の透明性を高めることを目的として、

開示の決定をしております。委員は、情報取扱責任者（玉井継尋 委員長）、ＩＲ、広報、財務、
経営企画、経理担当部門の本部長、統括部長および部長、ならびに、法務、ＣＳＲ、総務、人事
担当部門の本部長および統括部長等で構成されています。

1-7
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（５）

連結売上高：4,467億円、提出会社従業員数：897人、連結従業員数：3,574人、市場区分：プライム

目次に戻る



ヤマト・インダストリー株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.9

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティに関連したガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、監査等委員会、内部監査室
の役割も含めて、取締役会の監督と経営者の役割に分けて記載

 内部監査室から取締役会がサステナビリティについて直接報告を受けていることについても記載

 監査等委員会が取締役会におけるサステナビリティに関わる対応策について監督していることも記載

(1）ガバナンス

① 取締役会の監督

取締役会は、年に2回、内部監査室、コンプライアンス委員会から、サステナビリティに

関する最新の情報について報告を受け、かつ、それらの適切性を検討しております。当連

結会計年度には、問題点について対応策が適切かどうか検討しました。また、主要な行動

計画、リスク管理方針、年度予算、事業計画、パフォーマンス目標の設定、実施とパ

フォーマンスのモニタリング、主要な資本的支出や買収・資産売却の監視にあたっては、

サステナビリティについても考慮しております。さらに、監査等委員会は、取締役会にお

けるサステナビリティに関わる対応策につき監督しております。

今後は、サステナビリティ委員会（2024年３月期中に設置予定）からの報告に対して、

自社の経営戦略やビジネスモデルに即して、リスク・収益機会のそれぞれに分けて特定や

重要性（マテリアリティ）の評価を行い、リスクの適切な管理や収益機会の実現に向けた

取組みのモニタリングを行います。

② 経営陣の役割

代表取締役社長は、内部監査室及びコンプライアンス委員会からの報告・提案を受けそ

の内容を精査した上で、取締役会に報告・上程致します。各取締役は、取締役会において

代表取締役から報告・上程された内容を審議・承認・監督いたします。監査等委員会は代

表取締役及び取締役の職務執行を監査いたします。

今後は、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、より専門性

を以て対応してまいります。

1-8
ガバナンス
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連結売上高：155億円、提出会社従業員数：86人、連結従業員数：1,004人、市場区分：スタンダード）

目次に戻る



株式会社ニチレイ（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.19

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関連したガバナンスについても記載

 役員報酬制度においてESG第三者評価を業績連動報酬の評価指標として導入し、
サステナビリティをめぐる課題への対応を強化している旨を記載

 サステナビリティ関連の委員会の活動状況として主な議題を表形式で記載

（２）ガバナンス

当社グループでは、サステナビリティ全体の戦略策定や、マテリアリティの進捗管理を

行うグループサステナビリティ委員会を設置しています。同委員会は、当社の代表取締役

社長を委員長、サステナビリティ担当役員のもとサステナビリティ推進部を事務局とし、

社外取締役と社外監査役を含む全役員、各事業会社の経営企画部門・サステナビリティ部

門の関係者をメンバーとしています。ここで審議・検討されたサステナビリティに係るリ

スクと機会、戦略、目標値などは、担当役員より取締役会に答申・報告を行い、適宜、戦

略や目標、計画の見直しを行っています。2019年より実施している気候変動シナリオ分析

の内容についても、同委員会の中での審議を経て開示に至っています（※）。

人的資本については、「多様な人財の確保と育成」をマテリアリティの一つとして特定

し、社長の諮問機関であるグループ人財委員会において審議・検討を行っております。人

的資本に係るリスクと機会、戦略、目標値などは、担当役員より取締役会に答申・報告を

行い、適宜、戦略や目標、計画の見直しを行っています。

役員報酬制度においては、ESGに関するリスクと機会の適切な管理と気候変動への対応強

化を目的として、ESG第三者評価を業績連動報酬の評価指標として2022年度より導入し、サ

ステナビリティをめぐる課題への対応を強化しています。

※2021年度以前はグループ環境保全委員会

2022年度におけるグループサステナビリティ委員会の活動状況は以下の通りです。

1-9
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連結売上高：6,622億円、提出会社従業員数：221人、連結従業員数：15,766人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社ヨコオ（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.11

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティに関連したガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、常勤監査
役・社外取締役の役割も含めて、記載

 取締役および執行役員の報酬決定基準にも、サステナビリティ課題への取組みに関する
実績評価を組み込み済みである旨を記載

(2) サステナビリティに関するガバナンス

当社グループは、サステナビリティ課題への取組みにおいてガバナンス体制を強化してお

り、投資を行う場合は、稟議規程に定める金額基準に従い、取締役会において事業機会や

リスクを評価し、合理的判断のもと意思決定を行うこととしております。代表取締役は、

マテリアリティの基本方針と施策に関するリソース投入の承認を行っており、取締役会は、

当社のサステナビリティに関する基本方針を審議・決定し、その取組み状況を監督する責

任を負っています。

取締役および執行役員の報酬決定基準にも、サステナビリティ課題への取組みに関する実

績評価を組み込み済みであり、代表取締役(社長)が評価を行ったうえで、指名・報酬諮問

委員会(委員の過半数が独立社外取締役であり、委員長は独立社外取締役である委員から選

出)に諮問します。同委員会で審議し決定した原案を、委員長である独立社外取締役が取締

役会に答申し、取締役会で決定しています。

また、当社は、2022年10月に、グループで特定している3つのマテリアリティ(環境／地域

社会／多様性と包摂性)に対して包括的に取組みを推進する機関として、「サステナビリ

ティ委員会」を設置しました。

当委員会は、執行役員社長を委員長とし、委員である執行役員専務・常務とオブザーバー

である常勤監査役・社外取締役により構成されており、当社グループのサステナビリティ

課題の取組み方針の策定及び目標設定を行うとともに、取組み状況を取締役会に報告／情

報共有する役割を担っています。

1-10
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連結売上高：779億円、提出会社従業員数：984人、連結従業員数：8,304人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社ひらまつ（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.10-11

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティに関連したガバナンスの過程、統制及び手続の内容について、体制
図も用いて、社外取締役・社外監査役の役割も含めて、記載

（１）ガバナンス

当社は、サステナビリティ活動を重要な経営課題の一つと捉え、この活動を積極的かつ

着実に推進するため、サステナビリティ推進体制を構築しております。サステナビリティ

推進体制では、その中心に代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置

し、取締役会と各本部機能と連携することで課題解決や施策を迅速に実行に移すことを可

能としております。また、本委員会には、関連部署担当役員及び部門長の他、オブザー

バーとして社外取締役、社外監査役が参加し、各分野における様々な助言のみならず経営

層への監督機能も兼ね備えることで、しっかりとガバナンスを効かせた体制としておりま

す。企業を取り巻く環境が大きく変化する中、持続可能な社会の実現への貢献と当社の持

続的成長の実現の両立に向けた取り組みを各事業の推進とともに、より一層強化すること

を目的としております。

本委員会では、当社が特定したマテリアリティを中心に、サステナビリティ経営推進や持

続的成長に関する取り組みについて審議・評価し、四半期ごとに取締役会に報告いたしま

す。

1-11
ガバナンス
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連結売上高：123億円、提出会社従業員数：677人、連結従業員数：679人、市場区分：プライム

目次に戻る



２．リスク管理



ミネベアミツミ株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17, 20, 22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 （１） サステナビリティに関する全般的なリスク識別、評価及び管理の過程について、リスク管理の内規、
責任者、組織体制を含めて、記載

 （２） 気候変動関連のリスクと機会の識別、評価及び管理の過程についても、別途、図表を用いて、記
載

(3）リスク管理

当社グループは、リスクが顕在化した場合、その対応によっては企業経営の根幹に影響

を及ぼす恐れがあるとして、リスク管理は極めて重要な施策であると考えております。

リスク管理体制や、事前の予防対策、緊急事態発生時の対応などについて定めた「ミネ

ベアミツミグループリスク管理基本規程」を制定し、想定されるさまざまなリスクに備え

ております。

当社グループでは、代表取締役会長 CEOをリスク管理の最高責任者とし、「リスク管理

委員会」にてリスク管理における重要な意思決定を行っております。予防的な取り組みと

して、事前に具体的なリスクを想定、分類し、継続的に監視しております。

万が一リスク事案が発生した場合には、「ミネベアミツミグループリスク管理基本規

程」に定めた緊急事態の対応区分に応じて緊急対策本部や現地対策本部を設置し、事態へ

の迅速かつ的確な対応を行います。

また、リスク事案の内容により、当該事案の担当部署として主管部が任命され、リスク

予防対策の立案や実施を行う体制を整えております。

詳細につきましては、「（6）気候変動」及び「３ 事業等のリスク」をご参照ください。

(6）気候変動

当社グループにおける気候変動関連のリスクと機会の管理プロセスは下図のとおりで
あり、このPDCAサイクルを毎年度全社的に実施いたします。

リスク評価の際には、当社グループの直接操業だけでなく、原材料調達や物流、顧
客やエンドユーザーなどバリューチェーンの上流や下流を考慮に入れて評価いたしま
す。

管理プロセスの過程で、各部門責任者からなる環境マネジメント委員会において審
議を行い、その審議結果を上席執行役員会議、取締役会がチェックいたします。具体
的には、日常的な情報収集活動（監視体制）を通じ、可能な限りリスクを事前に予知
し、危機発生時の被害の大きさを想定（被害想定）し、その発生を未然に防止（防止
策・軽減策）するとともに、万が一、危機が発生した場合には、損失を最小限にくい
止めるため、リスク管理委員会が主導する緊急事態対応に移行いたします。
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リスク管理
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（１） （２）

連結売上高：1兆2,922億円、提出会社従業員数：4,620人、連結従業員数：87,752人、市場区分：プライム

目次に戻る



ミネベアミツミ株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17, 20, 22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 （３） リスクと機会の評価方法（量的影響度、質的影響度及び発生の可能性を定量化している旨）につ
いて記載

2-1
リスク管理
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（３）

連結売上高：1兆2,922億円、提出会社従業員数：4,620人、連結従業員数：87,752人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 サステナビリティ関連のリスクと機会を識別、評価及び管理するための過程の内容について、特定・評価

プロセスと管理プロセスに分けて、体制図も用いながら、記載
 リスクと機会の評価及び優先順位付けの方法やサステナビリティに関連するリスクの識別、評価及び管

理プロセスがどのように全社のリスク識別、評価及び管理プロセスに統合されているかについても記載

京阪神ビルディング株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.18-19 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

2-2
リスク管理

28

連結売上高：188億円、提出会社従業員数：53人、連結従業員数：53人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社ジーエス・ユアサ コーポレーション（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15, 17 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 リスクと機会を含めた重要なサステナビリティ課題の特定プロセスについて図表も
用いながら記載

 リスクと機会を識別・評価する際のガイドライン・フレームワークや管理基準につい
ても記載

 外部有識者などのステークホルダーの意見を取り入れて、重要なサステナビリ
ティ課題を決定している旨も記載

(1) 全般的なサステナビリティ課題への対応

③リスク管理

当社グループは、サステナビリティ経営方針を達成するための行動指針(CSR方針)に係る
リスク・機会を特定し、事業及び社会への影響を評価してCSR方針に関連する重要なサステ
ナビリティ課題(マテリアリティ)を明確にしています。また、事業基盤の強化や企業価値
の向上などの観点を考慮した上で、マテリアリティに対応する事業計画(マテリアリティ対
応計画)を策定し、計画の進捗状況を図る経営指標及び目標を設定しています。なお、マテ
リアリティ及びマテリアリティ対応計画の内容については、当社グループのサステナビリ
ティを推進する会議体(サステナビリティ推進委員会)が、ステークホルダーのニーズ・期
待やサステナビリティ課題などを考慮して、定期的に見直して決定しています。また、CSR
方針に係る重要なリスクについては、当社グループのリスク管理システムを活用して、適
切なリスク対応を実施しています。

当社グループは、マテリアリティを長期ビジョンや中期経営計画に組み込んだビジネス
プロセスを運用することにより、財務・非財務の両面で経営の質を向上させ、事業と社会
の持続可能な成長を目指しています。

長期ビジョン、中期経営計画の詳細は、「当社グループHP（https://www.gs-
yuasa.com/jp/ir/plan.php）」をご参照ください。

マテリアリティの特定プロセス

●ステップ1：CSR方針に係るリスク及び機会の抽出

サステナビリティ経営方針に基づいて策定した中期経営計画の重要課題を考慮に入れて、
CSR方針に係るリスク及び機会を抽出しています。リスク及び機会を抽出する際には、責任
ある企業行動に係る国際的なガイドラインを参考にしています。

●ステップ2：CSR方針に係る重要なリスク及び機会の特定

ステップ1で抽出したリスク及び機会に対するスコアリング評価を実施して、事業影響の大
きなリスク及び機会を特定しています。次に、事業影響の大きなリスク及び機会に対して、
当社グループの事業活動が社会に与える影響を評価して、CSR方針に係る重要なリスク及び
機会を特定しています。

●ステップ3：マテリアリティの決定

ステップ2で特定したリスク及び機会を分析して、CSR方針に関連する重要なサステナビ
リティ課題(マテリアリティ)を決定しています。なお、マテリアリティの適切性を確保
するために、外部有識者などのステークホルダーの意見を取り入れて、マテリアリティ
を決定しています。

(2) 気候変動への対応

③リスク管理
当社グループでは上記ガバナンス体制の下、以下のとおり、気候関連のリスク・機会の

特定及び評価を実施しています。

また、シナリオ分析の実施により特定した重要なリスクと機会は、上記のガバナンス体制
の下で管理しています。

2-3
リスク管理

29

連結売上高：5,177億円、提出会社従業員数：14人、連結従業員数：14,317人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社共立メンテナンス（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.12, 14-15

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 全般的なサステナビリティ関連のリスク・機会を識別、評価及び管理するための過程について記載の上、気候変動に関
連したリスク・機会を識別、評価及び管理する過程について、①抽出・評価と②管理に分け、③プロセスについて、図表
も用いながら、記載

 リスクと機会を含めたサステナビリティ課題の抽出に使用するデータソースや抽出された課題の優先順位付けの方法
についても記載

１．サスティナビリティに関する考え方及び取組み

(3)リスク管理

リスク管理は、取締役会とその委任を受けた「サスティナビリティ推進委員会」が主体

となって行います。サスティナビリティ推進委員会は、リスク対応方針や重要リスクの対

応課題のみならず、長期的な企業価値向上を目的とし、機会の観点からマテリアリティや

関連して取組むポリシーの議論を行い、「環境・社会（人権）リスクへの対応」「ガバナ

ンス施策の立案」「長期成長戦略」「社会貢献」「ESG開示」などの具体的な施策について

議論を行う組織です。この会議の中で、経営に及ぼすインパクトの大きさを総合的に判断

し、優先度を議論いたします。

事業におけるリスク及び機会は、当社グループの課題やステークホルダーからの要求・

期待、事業における環境側面の影響評価の結果などを総合して特定し、今後の計画の中で

管理し、当社グループ全体で取組んでまいります。

２．TCFDへの取組み

(3)リスク管理

①抽出・評価

当社グループでは、気候変動を企業存続の重要な課題と認識し、リスクのみならず機会

の面からも適切に対応することが持続的な成長につながると考えています。当社グループ

では、取締役会から委任を受けた「サスティナビリティ推進委員会」の中で、経営に及ぼ

すインパクトの大きさを財務に与える影響度と発生可能性の両面から総合的に評価し、優

先度を議論してまいります。事業におけるリスク及び機会は、当社グループの課題やス

テークホルダーからの要求・期待、事業における環境側面の影響評価の結果などを総合し

て特定し、今後の計画の中で管理し、当社グループ全体で取組んでまいります。

②管理

サスティナビリティ推進委員会は、取締役会からの要請を受けて、サスティナビリティ

に関する各種ポリシーや目標、施策などを議論し、その進捗状況を取締役会へ定期的に報

告を行ってまいります。

同事務局はサスティナビリティ推進委員会を補佐いたします。

ESG推進室は、サスティナビリティ推進委員会から指示を受け、ESG施策の推進の他、当

社グループから情報収集、情報発信、啓蒙活動を行います。

③プロセス

当社グループは、気候変動に対してリスクと機会の二面から検討することが重要である

と考えています。そのため、気候変動リスクのモニタリングに留まらず、関連部署、グ

ループ会社の横の連携を強化し、機会の面からも評価しています。検討は、ESG推進室、サ

スティナビリティ推進委員会で行われた後、取締役会へ報告され、企業価値向上の観点か

ら判断し、関連部署に指示を出す仕組みになっています。

2-4
リスク管理

30

連結売上高：1,756億円、提出会社従業員数：3,791人、連結従業員数：5,682人、市場区分：プライム

目次に戻る



ＫＰＰグループホールディングス株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15-16, 19-20 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

③ リスク管理

＜リスク管理体制と管理プロセス＞

当社は、激しく変化する外部環境の中で適切に事業活動を推進していくために、グ

ループ全体でリスクマネジメントを展開しています。当社のサステナビリティに関する

リスクについては、サステナビリティ委員会下部組織である５つの委員会が当該リスク

について検証し、重大なリスクについてはサステナビリティ委員会にて報告、討議の上、

必要に応じてグローバルにリスク対応を進めます。

[参考になる主なポイント]

 （１） サステナビリティ全般のリスク・機会を識別、評価及び管理するための過程に
ついて、リスク管理体制とリスク管理プロセスに関する図表も用いて記載

当社におけるサステナビリティ関連のリスク（および機会）を含む各種リスクの識

別・評価・管理体制については、「３ 事業等のリスク」も併せてご参照ください。

また、当社のリスク管理体制の維持、向上を図るため、リスク管理委員会を設置し、

リスク管理委員会規則に従い、サステナビリティ委員会委員長がリスク管理委員会委員

長および副委員長を任命しています。リスク管理委員会は、中核事業会社におけるリス

ク分析の結果を受け、グループ経営上重要なリスクの抽出・評価を行い、重点対応策を

決定し、重点対応策の実行状況のモニタリングを定期的に行い、その結果についてサス

テナビリティ委員会へ報告を行うこととしています。

■ 当社のリスク管理プロセス

■ 当社のリスク管理体制

2023年３月期は、当社グループに関連のあるESG課題として特に重要である気候変動と

人的資本に関して、リスク・機会の洗い出しやシナリオ分析（気候変動に関して）、経

営戦略との連動性、対応策の検討を行いました。気候変動、人的資本に関する戦略や指

標・目標を含む詳細内容は以下のとおりです。

2-5
リスク管理

31

（１）

連結売上高：6,596億円、提出会社従業員数：52人、連結従業員数：5,457人、市場区分：プライム

目次に戻る



ＫＰＰグループホールディングス株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15-16, 19-20 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

④ リスク管理

気候関連リスク・機会を評価するプロセスとして、事業への影響度や発生可能性、事

業戦略との関連性、ステークホルダーの関心度等を勘案し、重要度を評価しています。

気候関連リスクの管理プロセスについては、環境管理委員会によって評価された重要度

の高いリスクはリスク管理委員会に報告され、全社的なリスク管理体制として、「リス

ク管理規程」に基づき、経営に対して特に重大な影響を及ぼすと判断されたリスクにつ

いて、対策委員会の設置等の対応をすることで管理してまいります。

[参考になる主なポイント]

 （１） サステナビリティ全般のリスク及び機会を識別、評価及び管理するための過程の
記載に加えて、別途、（２）気候関連のリスク・機会を識別、評価及び管理するための
過程についても、リスクと機会の重要度の評価方法を含めて、記載

 （２） 気候関連リスクの管理プロセスが全社的なリスク管理体制にどのように統合され
ているかについても記載

2-5
リスク管理

32

（２）

連結売上高：6,596億円、提出会社従業員数：52人、連結従業員数：5,457人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別、評価及び管理する過程について、

重要課題の特定プロセス、全体的なリスク管理との統合も含めて、記載

株式会社カナデン（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.13-14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

2-6
リスク管理

33

連結売上高：1,064億円、提出会社従業員数：592人、連結従業員数：813人、市場区分：プライム

目次に戻る



藤井産業株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.12 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 サステナビリティ関連のリスクと機会の識別、評価及び管理の過程について、リスク・
機会の重要度の評価方法、組織全体のリスク管理への統合プロセスを含めて、識
別・評価、管理、全体への統合に関するプロセスに分けて、記載

(1)気候変動への取り組み

②リスク管理

気候変動に係るリスク及び機会の管理は、コーポレート本部長を委員長とするサステナ

ビリティ委員会にて識別・評価し、定期的に取締役会に報告します。

〈気候変動に係るリスクを認識・評価プロセス〉

気候変動を含むサステナビリティ戦略の推進を所轄するコーポレート本部総務部にて、

社内の関係部署及びグループ会社に係るリスク及び機会を網羅的に抽出する仕組みを構築

し、気候関連リスク及び機会を「発生可能性」と「影響度」の２つの評価基準に基づき、

その重要度の一次的な評価します。また具体的根拠資料がある事象は定量的な財務への影

響を試算します。サステナビリティ委員会は、重要度の一次的な評価を定性的な影響も含

め再評価を行い、重要度に応じて対応策を設定し、取締役会に報告します。取締役会は、

気候変動に係るリスク及び機会について、対応策や設定した目標を監督します。

〈気候変動に係るリスクを管理するプロセス〉

コーポレート本部総務部は、気候変動を含むサステナビリティ戦略の企画・立案及び管

理を行い、全社的な気候変動に係るリスクへの対応を推進するとともに、取組状況をサス

テナビリティ委員会に報告します。サステナビリティ委員会は、識別・評価されたリスク

の最小化、機会の最大化に向けた方針を示し、コーポレート本部総務部を通じて社内関係

部署及びグループ会社に対応を指示します。また、対応策の取り組み状況や設定した目標

の進捗状況について、定期的に取締役会に報告します。

〈組織全体のリスク管理への統合プロセス〉

気候変動に係るリスク及び機会については、サステナビリティ委員会の事務局である

コーポレート本部総務部を所轄部署として定め情報を集約、組織全体のリスク管理の観点

から適切な運用・対応をします。取締役会は、総務部担当役員から気候変動に係るリスク

を含む統合したリスク管理の状況と対応について報告を受け、監督を行います。

2-7
リスク管理

34

連結売上高：827億円、提出会社従業員数：668人、連結従業員数：839人、市場区分：スタンダード

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 （１）（２）サステナビリティに関する全般的なリスクと機会の識別、評価及び管理の

過程について、リスクマネジメントに関する基本方針、行動指針、運用体制を含め
て、記載するとともに、有価証券報告書内の他の記載箇所にも参照

 （３）（４）気候変動関連及び人的資本関連のリスクと機会の識別、評価及び管理の
過程についても、別途、記載

アスクル株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年5月期） P.16, 20, 22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（１）

2-8
参照方式

35

（２）

連結売上高：4,467億円、提出会社従業員数：897人、連結従業員数：3,574人、市場区分：プライム

（３）

（４）

リスク管理

目次に戻る



３．戦略・指標及び目標



倉敷紡績株式会社（1/3） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16-19 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

3-1
戦略

37

[参考になる主なポイント]
 リスクと機会の特定に使用したシナリオ分析に関する前提その他の補足情報（参照し

たシナリオ、影響度・時間軸の定義等）を記載するとともに、CO2排出量削減の移行計
画（カーボンニュートラルロードマップ）を図表を用いて記載

連結売上高：1,535億円、提出会社従業員数：1,137人、連結従業員数：4,189人、市場区分：プライム

目次に戻る



倉敷紡績株式会社（2/3） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16-19 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

3-1
戦略

38

[参考になる主なポイント]
 識別したサステナビリティ関連のリスク及び機会をリストアップした上で、それぞれのリ

スク・機会の事業への影響や対応策等を表形式で記載

連結売上高：1,535億円、提出会社従業員数：1,137人、連結従業員数：4,189人、市場区分：プライム

目次に戻る



倉敷紡績株式会社（3/3） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16-19 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]
 指標に関する中長期の目標を示した上で、当年度の目標と実績を対比させて直

近の状況について説明
 当年度における足元の取組の開示に加えて、今後対応を検討する項目（CO2排

出量のScope３の算定・開示やインターナル・カーボンプライシングの導入等）につ
いても開示

3-1
指標・目標

39

連結売上高：1,535億円、提出会社従業員数：1,137人、連結従業員数：4,189人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社百十四銀行（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.11-12, 14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（2）重要な戦略並びに指標及び目標

① サステナビリティ全般

イ. 戦略

(ⅰ) サステナビリティに関する戦略

経営理念の実現に向けて環境・社会及び当行グループのサステナビリティの

優先順位をサステナビリティ委員会で協議を重ね、「百十四グループマテリアリ

ティ」（以下「マテリアリティ」という。）として取締役会で決定いたしました。

設定したマテリアリティの解決に向けた様々な取組みを通じ、サステナビリ

ティ経営を実践してまいります。

ロ. 指標と目標

[参考になる主なポイント]

 （１） 表形式で、マテリアリティごとに取組に対応するリスク・機会を記載

 （２） 表形式で、マテリアリティに関する指標及び目標を記載

3-2
戦略指標・目標

40

（１）
（２）

連結経常収益：848億円、提出会社従業員数：1,910人、連結従業員数：2,179人、市場区分：プライム

目次に戻る



ユニプレス株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17-19 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（2）気候変動への対応（TCFD提言への取組）

上記８つのマテリアリティの中でも、特に「気候変動対策」は、自動車業界に属する

当社にとって非常に重要な課題であります。

当社は2021年６月に、TCFDによる提言への賛同を表明し、気候変動対策に積極的に取

り組む企業・団体の緩やかなネットワークである気候変動イニシアティブ（JCI）に参加

しております。また、日本自動車部品工業会の環境自主行動計画を参考として、温室効

果ガス削減の目標値の設定等を行っております。

②戦略

当社は、脱炭素社会への移行に伴い不確実性の高い将来を見据えて、どのようなビジ

ネス上の課題が顕在しうるか、２℃未満シナリオと４℃シナリオのそれぞれにおいて

TCFDが提言するシナリオ分析を行っております。

シナリオ分析は、海外拠点を含むすべての事業を対象に、当社のカーボンニュートラ

ル目標に合わせて2030年、2050年を分析期間としております。また、これらの分析には、

直接操業だけでなく、原材料調達、輸送を含めたサプライチェーン全体及び顧客を含め

ております。

※参照した既存シナリオについて

（2℃未満シナリオ）

・「Sustainable Development Scenario（SDS）」（IEA、2020年）

・「Shared Socio-economic Pathways （SSP1-1.9, 1-2.6）」（IPCC、2014年）

（4℃シナリオ）

・「Stated Policy Scenario（STEPS）」（IEA、2020年）

・「Shared Socio-economic Pathways （SSP5-8.5）」（IPCC、2014年）

[参考になる主なポイント]

 リスクと機会の識別のためのシナリオ分析の前提その他の補足情報（参照したシナ
リオ等）について記載

 識別したリスクと機会をリストアップした上で、それぞれのリスク・機会の発現時期、
財務影響、主な対応策等を表形式で開示

 発現時期や財務影響については定義も併せて開示

3-3
戦略

41

＜リスクと機会＞

※発現時期：カーボンニュートラル実現に向けたCO₂排出量削減目標の2030年度、2050年

度を基準とし、短期を2022年～2025年、中期を2026年～2030年、長期を

2031年～2050年と設定。

※財務影響：営業利益ベース 大（100億円以上）、中（10億円～100億円程度）、小

（10億円以下）

連結売上高：3,044億円、提出会社従業員数：1,331人、連結従業員数：8,059人、市場区分：プライム

目次に戻る



ユニプレス株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17-19 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

④指標と目標

当社グループは、2050年度に事業活動で排出するCO₂排出量を実質ゼロにすることを目

指し、徹底した省エネ活動や再エネの積極的な利活用を推進しております。

また2050年チャレンジとしてサプライヤーとともにCO₂排出量実質ゼロに取り組みます。

[参考になる主なポイント]

 CO2排出量に関して、中長期の削減目標を記載するとともに、Scope１～３の実績につ
いて集計範囲も明示した上で、基準年（2018年度）からの推移を記載

 開示府令に規定する事項を有価証券報告書に記載した上で、当該記載事項を補完す
る詳細な情報について、公表した他の書類を参照

3-3
指標・目標

42

＜CO₂排出量実績＞

※1 一部マーケットベースとして算定式を見直し、基準年に遡り修正

※2 Scope1,2 バウンダリー ：ユニプレス及び連結子会社

(FY20よりユーエムコーポレーションを追加)

(FY21よりユニプレス九州(戸畑地区)、ユニプレスノースアメリカ、ユニプレスタイを追

加)

(FY22よりユニプレス武漢を追加)

※3 Scope3 年度により算定のバウンダリーが異なるため単純な比較はできません。

カテゴリ1,2 ：ユニプレス及び連結子会社

カテゴリ4,6,7：ユニプレス、ユニプレス技術研究所

カテゴリ5 ：ユニプレス、ユニプレス技術研究所、ユニプレス九州

詳細については2023年6月発行の「TCFDレポート2023」をご参照ください。

https://www.unipres.co.jp/csr/report

参照方式連結売上高：3,044億円、提出会社従業員数：1,331人、連結従業員数：8,059人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 リスクと機会の抽出に使用したシナリオ分析の前提（対象範囲、対象期間、地域、採用シナ

リオ等）を冒頭で明確にしたうえで、特定したリスクと機会、影響の程度、財務上の潜在的影
響、対応策を表形式で開示

日本ピストンリング株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16-18

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

3-4
戦略

43

連結売上高：585億円、提出会社従業員数：586人、連結従業員数：3,036人、市場区分：プライム（※持株会社設立により、2023年9月28日付で上場廃止）

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 Scope１及び２のCO2排出量削減に関する中長期の目標を示した上で、基準年（2013年）

以降の実績の推移について記載
 指標の前提その他の補足情報（電力のCO2換算係数に関する情報）も併せて記載

日本ピストンリング株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16-18

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

3-4
指標・目標

44

連結売上高：585億円、提出会社従業員数：586人、連結従業員数：3,036人、市場区分：プライム（※持株会社設立により、2023年9月28日付で上場廃止）

目次に戻る



株式会社ミマキエンジニアリング（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.20-22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

3-5
戦略指標・目標

45

[参考になる主なポイント]
 指標及び目標において、温室効果ガス排出量（Scope１・２）について全社及び本社地

区で分けて記載し、Scope３については、翌年度以降の開示を目指している旨を記載
 気候変動への対応に関して、戦略について、手順（前提条件の設定、リスク・機会の特

定、事業インパクトの評価、シナリオ分析、対応策の検討）を記載
 採用シナリオの内容についても図表を用いながら記載

連結売上高：706億円、提出会社従業員数：829人、連結従業員数：2,044人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社ミマキエンジニアリング（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.20-22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]
 シナリオ分析の結果として、識別したリスク・機会、潜在的な財務的影響、時間軸、対

応策を表形式で記載するとともに、分析対象、財務的影響の尺度、想定時間軸の定
義を注記

 レジリエンスの向上についても記載

3-5
戦略

46

連結売上高：706億円、提出会社従業員数：829人、連結従業員数：2,044人、市場区分：プライム

目次に戻る



共同印刷株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.13-14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

3-6
戦略

47

[参考になる主なポイント]
 戦略の検討プロセスやシナリオ分析の前提その他の補足情報（参照したシナリオ等）を示した上で、リスク・機会、財

務的な影響（営業利益に対する影響額）、対応策等を表形式で記載

連結売上高：933億円、提出会社従業員数：1,893人、連結従業員数：3,208人、市場区分：プライム

目次に戻る



青山商事株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.11-12

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]
 リスク・機会に関する潜在的な財務影響額を開示するとともに、影響額の計算

式についても併せて開示

3-7
戦略

48

連結売上高：1,835億円、提出会社従業員数：2,746人、連結従業員数：6,638人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社リョーサン（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15, 17

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]
 シナリオ分析における財務影響やCO2排出量の算定に関する前提その他の補足情報

について記載

3-8
戦略指標・目標

49

連結売上高：3,256億円、提出会社従業員数：598人、連結従業員数：954人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社十六フィナンシャルグループ（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.19-20 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

④ 指標と目標

(CO2排出量実績)

当社グループでは、CO2排出量の算定に取り組んでおり、2022年度より自社のCO2排出

量(Scope１,２)に加え、サプライチェーンにおける排出量(Scope３)についても算定して

います。

CO2排出量実績

(当社グループのCO2排出量の削減目標と実績推移)

当社グループのエネルギー使用に伴って発生するCO2排出量(Scope１,２)について、以

下の削減目標を設定し、脱炭素社会の実現に向けて取り組んでいきます。

CO2排出量(Scope１,２)

目標 2030年度のCO2排出量を2013年度比50％削減し、2050年度までにカーボンニュート
ラルを目指します。

2022年度のCO2排出量は、2013年度比▲43.6％、前年度比490ｔ-CO2の削減となりまし

た。店舗照明のLED化や高性能な空調設備への更新などを進めたことに加え、2021年11月

より十六銀行本店ビルにて「岐阜県産CO2フリー電気」を導入した効果によるものです。

引き続き、再生可能エネルギー電力の導入拡大や環境配慮型店舗の導入、営業車両の

HV・EV化等を検討のうえ、CO2排出量削減に向けて取り組んでまいります。

なお、2021年度の実績については、算定方法を見直し、より精緻化した算定結果とし

ており、独立した第三者の検証を受けています。

[参考になる主なポイント]

 CO2排出量の実績について、Scope１、２に加えてScope３についてもカテゴリ別に開示

 CO2排出量（Scope１及び２）について、中長期の目標を記載した上で、基準年度（2013年度）
からの実績の推移を記載するとともに、基準年度（2013年度）比でCO2排出量を削減している
主な要因について記載

3-9
指標・目標

50

連結経常収益：1,126億円、提出会社従業員数：144人、連結従業員数：2,532人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社十六フィナンシャルグループ（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.19-20 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

(投融資先のCO2排出量(Scope３ カテゴリ15)の算定)

金融機関のCO2排出量においては、投融資を通じた間接的な排出(Scope３ カテゴリ15)

が大きな割合を占めるため、この算定、モニタリング、削減への取組みを進めることが

重要となります。当社グループでは、PCAFスタンダードの算定手法を活用し、国内法人

向け貸出を対象としてCO2排出量を算定しています。

(サステナブルファイナンス実行額目標)

当社グループでは、お客さまの環境課題の解決に向けた取組みを本業を通じて支援し、

脱炭素社会の実現に貢献するため、サステナブルファイナンスの実行額について以下の

目標を設定しています。

※サステナブルファイナンス：持続可能な社会の実現に資するSDGs・ESGへの取組みに向

けた投融資等

※環境分野：環境への負荷を軽減する取組みに向けた投融資等

今後、CO2排出量算定範囲の拡大やデータクオリティスコアの向上に向けて、取り組ん

でまいります。

また、今回の算定結果については、国際的な基準の明確化や推計の高度化等により、

今後大きく変化する可能性があります。

[参考になる主なポイント]

 投融資先のCO2排出量（Scope３のカテゴリ15）について、セクター別の実績を開示
するとともに、CO2排出量算定に関する前提その他の補足情報（対象アセット、算定
方法、基準日等）についても併せて開示

 持続可能な社会の実現に資するSDGs・ESGへの取組みに向けた投融資等の実行
額の目標及び実績についても開示

3-9
指標・目標
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連結経常収益：1,126億円、提出会社従業員数：144人、連結従業員数：2,532人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社なとり（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.14 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

④ 指標と目標

当社グループは、前述の戦略に基づいた指標と目標を設定し、SDGs推進委員会において

進捗管理を行っております。二酸化炭素（CO2）排出量の目標については、主に工場にお

いて電気・ガス等のエネルギーを効率的に使用する改善活動や、2022年4月より埼玉第二

工場で太陽光発電設備を稼働開始したこと、LED照明への切り替え時期を前倒したこと等

により、2023年３月期に早期達成いたしました。新たな目標は、2024年３月期のできる

だけ早い時期に再設定する予定です。なお、スコープ３を含めた二酸化炭素（CO2）排出

量の把握及び目標については、今後、検討してまいります。2023年３月開催のSDGs推進

委員会において、自社のサプライチェーン排出量の全体像を把握することを決定し、該

当する事業活動の洗い出しに着手しております。

[参考になる主なポイント]

 指標、目標及び実績について表形式で開示した上で、表の下においてそれぞれの指
標等の前提その他の補足情報について記載

 二酸化炭素（CO2）排出量の目標について早期達成したことに伴い、今後の予定とし
て、新たな目標を翌期に再設定する旨を開示

 スコープ３を含めた二酸化炭素（CO2）排出量の把握及び目標については今後検討
する旨と足元の検討状況についても開示

※１．2023年３月期の実績は、集計時点（2023年４月28日現在）の最新のCO2排出係数で

計算した暫定値です。

※２．FSC®（Forest Stewardship Council®、森林管理協議会）認証：森林保全を目的

とし、環境や人権、地域に配慮した適切な森林管理を広めるための国際的な認証制度。

※３．MSC（Marine Stewardship Council、海洋管理協議会）認証：水産資源と環境に

配慮した持続可能な漁業で獲られた水産物の証。

※４．工場見学は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため2021年３月期より一時休

止をさせていただいております。

3-10
指標・目標
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連結売上高：450億円、提出会社従業員数：600人、連結従業員数：863人、市場区分：プライム

目次に戻る



シキボウ株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.17 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

(5) 気候変動への対応

② 指標及び目標

当社グループでは、温室効果ガスの排出量の算定を行いました。現在、目標設定に向け

て削減策の洗い出しを進めており、2023年度を目処に目標の設定を行う予定です。

[参考になる主なポイント]

 指標の実績を表形式で開示するとともに、指標の前提となる情報についても表の下
で記載

 現状の取組の状況に加えて、今後の予定についても実施予定時期を含めて併せて
記載

3-11
指標・目標
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連結売上高：378億円、提出会社従業員数：532人、連結従業員数：2,195人、市場区分：プライム

目次に戻る



伊藤忠エネクス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（５）気候変動への対応（TCFD提言に基づく開示）

②指標・目標

当社グループはＧＨＧ排出量の削減について、当社グループが排出するＧＨＧを2030

年50％減（2018年度比）、2050年カーボンニュートラルを目標にしております。また、

サプライチェーン全体の排出量の削減と当社事業を通じた社会全体のＧＨＧ排出量の削

減に貢献し、オフセットゼロを目指してまいります。今後、毎期ＧＨＧ排出量削減に関

して進捗を管理及び取締役会へ報告し、進捗状況を開示いたします。

[参考になる主なポイント]

 当年度の温室効果ガス排出量の実績の前提となる情報（第三者保証を受けていな
い概算値である旨）を注において記載

 今後の取組の予定についても記載

 将来公表予定の参照先情報の内容の概要（当年度の概算値に関して第三者保証を
取得した確定値）、公開時期、及び公開場所（報告書名）を記載

（注）１．ＧＨＧ排出量算出における当社グループとは、単体＋連結子会社（Scope１・

２については従業員数10名以下の会社を除く）としております。

２．ＧＨＧ排出量は、ＷＲＩ（世界資源研究所）とＷＢＣＳＤ（世界環境経済人協議

会）が主導して開発されたＧＨＧプロトコルを用いて算出しております。

３．ＧＨＧ排出量の算出においては、エネルギー起源ＣＯ２を集計対象としております。

４．千ｔ-ＣＯ２ｅ未満の端数を四捨五入して表示しております。

５．上記数値は第三者保証を受けていない概算値であります。2022年度の第三者保証を

取得した確定値につきましては2023年９月発行予定の当社統合報告書（エネクスレポー

ト2023）をご参照下さい。

54

3-12
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４．人的資本



東洋紡株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.29-32 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 表形式で、人的資本の各方針と関連する指標、目標及び実績の対応関係を分かり易く開示

② 指標と目標

上記方針に関する指標の内容および、当該指標による目標と当期の実績は以下のとおりで

す。（３）人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

当社グループは、「現場が主役」の精神の下、経営方針・事業戦略の実現に向けた人事・

労務施策を展開し、企業価値創出を加速させることを目指しています。

企業理念体系 「ＴＯＹＯＢＯ ＰＶＶｓ」を根本とした経営方針・事業戦略を実現する

ためには、「人」こそが最も重要で大切な経営資本であり、「人」＝従業員が誇りとやり

がいを持ち活躍する“人材マネジメント”の仕組み構築が必要不可欠です。

(中略)

① 戦略

（イ）人材育成

当社グループでは、人材を最も重要な経営の源と考えています。多様な個性や意見を持

つ従業員一人一人の成長をサポートし、社内外で活躍・自己実現できる環境を整えること

で、グループ全体の存続・発展が可能になると考えています。

(中略)

（ロ）ダイバーシティ＆インクルージョン

当社グループでは、働き方・キャリア・性別・国籍・人種・信条の異なる人たちの中に

あって、お互いを認め合い、協力して目標に向けた努力をすることが、個人と組織の成長

につながると理解しています。

(中略)

（ハ）環境の土台の構築

当社グループは、従業員が誇りとやりがいを持ち、互いに尊重しあい、心理的に安心し

て働ける職場の実現を目指します。従業員が意識を変えて効率的に働き、仕事と私生活の

充実を図ることができるよう、「働き方改革」に取り組むとともに、育児・介護、フレッ

クスタイム、テレワークなどの制度を整備しています。「東洋紡グループ企業行動憲章」

では、「私たちは、従業員の個性を尊重し、個々の能力を発揮できる働き方をサポートし

ます。また、健康と安全に配慮した働きやすい職場づくりを行います」と宣言しています。

(中略)
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連結売上高：3,999億円、提出会社従業員数：4,015人、連結従業員数：10,885人、市場区分：プライム
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(4) 指標及び目標

・指標及び目標については下記のとおりです。
基本戦略 活力ある組織と多様な働き方

株式会社阿波銀行（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.19-20

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する方針と指標、目標及び実績について、表形式で、対応関係が明
瞭な形で開示

 人的資本に関する指標、目標及び実績を見やすいように大項目（永代取引を支え
る人材の育成、女性活躍推進など）を設定した上で表形式で開示するとともに、指
標の内容を理解し易いように、指標の前提その他の補足情報を注において記載

＜人的資本・多様性＞

・「人的資本・多様性」に対する取組みは、経営上最も大切な要素は「人」であることか

ら、特に重要であると認識しております。当行は「人材」を「人的資本」であるととらえ、

人材の育成や多様な働き方の実現に取組んでおります。

（中略）

(2) 戦略

・当行は、永代取引によるお客さま感動満足の創造を実践することで企業価値を高める経

営戦略を「人材育成」と「活力ある組織と働き方の実現」を基本とする人事戦略で支えま

す。そのために人材育成方針・社内環境整備方針を次のとおり定めております。

（注）１ ＦＰ１級、ＣＦＰ、中小企業診断士、社会保険労務士、Ｍ＆Ａエキスパー
ト、金融ジェロントロジスト、証券アナリスト、宅地建物取引士、農業経営アドバイ
ザー、税理士、公認会計士、キャリアコンサルタント、その他専門資格
２ 中小企業取引の新規開拓を促進するため、1992年から運用している当行独自の制
度で、一定基準の新規企業取引開拓数を獲得し、認定資格を取得した者
３ 株式会社リンクアンドモチベーションのモラルサーベイを利用し、2021年９月か
ら導入
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連結経常収益：880億円、提出会社従業員数：1,262人、連結従業員数：1,338人、市場区分：プライム
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②社内環境整備方針

従業員の心身の健康の保持・増進に向けた取り組みを推進するとともに、多様な価値観
や働き方を受容する組織風土を醸成することで、従業員の働きがいの向上を図り、従業員
一人ひとりが最大限に能力を発揮できる環境を整備する。
なお、従業員エンゲージメントの現状把握を目的として、全従業員を対象にエンゲージ

メント組織サーベイ（Wevox）を開始しました。＜２０２２年度総合スコア：６８．７＞
従業員エンゲージメントの状態を継続的に分析することで課題を明確化し、人的資本の

最大化に向けた社内体制整備を進め、当行が掲げる長期ビジョンの実現を目指してまいり
ます。

株式会社紀陽銀行（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する方針と指標、目標及び実績について、表形式で対応関係が明瞭な形で開
示するとともに、表の下において、指標の内容の補足説明を記載

（３）人的資本の最大化と持続性向上

①人材育成方針

多様な学びの機会を提供し、挑戦と成長を後押しする環境を整備することで、従業員一人

ひとりの自律的な思考・行動を促し、求める人材像に向けた人材育成をめざす。

※１ 産休・育休・欠勤等は含んでおりません。
※２ チーフ含む

※ 「KIYO Learning」とは、2022年4月に導入した動画配信機能等を備えた行員向け
教育システム
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連結経常収益：844億円、提出会社従業員数：1,993人、連結従業員数：2,310人、市場区分：プライム
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太平洋工業株式会社（1/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.10, 21  

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（４）指標及び目標

サステナビリティに関するマテリアリティは、それぞれ中長期のKPIを定め、サステナ

ビリティレポートおよび当社WEBサイト（https://www.pacific-

ind.co.jp/sustainability/materiality/）にて、進捗と併せて開示しております。

（提出時現在では、2021年度分）

また、パーパス実現のための核となる人財の活躍を見える化するため、従業員エンゲー

ジメントの測定を予定しており、このエンゲージメントの向上と、最重要課題の一つで

ある気候変動に関するCO2排出量を、「NEXUS-26」の経営目標として掲げました。併せて、

事業に関するサステナビリティの重要課題として、「電動車向け売上比率」、「新製

品・サービス上市件数」を経営目標としました。当社の「新製品・サービス」は「社会

課題解決」が主要テーマになっており、SDGsやカーボンニュートラルへの貢献と関連が

強いものとなっております。

そのほか、当社の重要目標としての「PACIFIC環境チャレンジ2050」と、人的資本に関

する目標と実績を以下に記載いたします。

（注）１ 「非財務価値目標」は、中長期経営構想「Beyond the OCEAN」の経営目標です。
「非財務価値目標」は、「事業価値目標」と「サステナビリティ価値目標」から成りま
すが、「事業価値目標」も当社グループのサステナビリティに関するマテリアリティと
結び付いていることから、目標と実績を記載しております。

２ グループは、個別で注記がないものは、当社および連結子会社（海外13社、国内２
社）を対象としております。持分法適用会社であるPECホールディングス株式会社は含ま
れていません。

３ 実績値ではない想定が含まれた試算値となります。また、できる限り実態に近づけ
るため、「サステナビリティレポート2022」の開示から計算方法を一部見直しておりま
す。

４ 目標は2019年度比となります。国内子会社２社（太平洋産業株式会社、ピーアイシ
ステム株式会社）を含んでいません。

５ CO2排出量算出時の排出係数は、日本国の環境省・経済産業省「算定・報告・公表
制度における算定方法・排出係数一覧」を採用しております。

６ 国内の廃棄物排出量について、マテリアルリサイクルおよび一部拠点の廃棄量が開
示データに含まれていなかったため、国内の2030年度排出目標値を見直し、グループ統
一の目標といたしました。

７ 太平洋工業グループ行動ガイドライン調査項目に人権に関する項目を含め、アン
ケート調査を実施しております。米国子会社３社（PACIFIC MANUFACTURING OHIO,INC.、
PACIFIC MANUFACTURING TENNESSEE,INC.、SCHRADER BRIDGEPORT INTERNATIONAL,INC.）
の技能員数、中国子会社１社（天津太平洋汽車部件有限公司）、台湾子会社（太平洋汽
門工業股份有限公司）の技能員数（監督者除く）、および欧州子会社（SCHRADER SAS）、
国内子会社（太平洋産業株式会社）の従業員数は分母に含まれていません。現在、新し
い目標を策定中です。

８ 正社員の自己都合退職者を対象としており、定年退職者は除いております。
９ 労働災害による死傷者数(休業災害)÷延べ実労働時間数×1,000,000。臨時、派遣

社員を含んでおります。
10 OJTは含んでいません。

[参考になる主なポイント]

 指標、目標及び実績について、視覚的に分かり易いように、表形式で開示

 表内で、各指標の対象範囲を明示するとともに、指標、目標又は実績の前提その
他の補足情報（算定方法やグループに含まれる会社の範囲等）について表の下の
注において記載

 女性管理職比率のグループと単体の実績の参照先として「従業員の状況」を表中
に記載

 開示府令に規定する事項を有価証券報告書に記載した上で、当該記載事項を補完
する詳細な情報について、公表した他の書類を参照

（１）

4-4
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連結売上高：1,912億円、提出会社従業員数：2,105人、連結従業員数：4,797人、市場区分：プライム

目次に戻る



[参考になる主なポイント]
 前頁の指標及び目標の表中で参照先として記載されている「従業員の状況」において

女性管理職比率のグループと単体の実績について記載

太平洋工業株式会社（2/2） 有価証券報告書（2023年3月期） P.10, 21 

(４) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女

の賃金の差異

①提出会社

【従業員の状況】※一部抜粋

（２）

（注）１ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64
号）の規定に基づき算出したものであります。なお、「サステナビリティレポート
2022」の開示から計算方法を一部見直し、「管理職」の定義を役職者と資格呼称者
の合算としていましたが、役職者のみの計算としております。
２ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」

（平成３年法律第76号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介
護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年労働省令25号）第71条の
４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。
３ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）

の規定に基づき算出しております。正社員を対象としており、社外への出向者を除
いております。また、有期労働者は、嘱託（再雇用者を含む）、アルバイト、期間
従業員です。

②連結子会社

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」および「育児休業、介護休業
等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」による公表を行わなければ
ならない子会社はありません。

③連結会社

（注） 提出会社および全ての連結子会社（海外13社、国内２社）を対象としており
ます。連結子会社についても、提出会社と同様の算出基準に基づいております。

4-4
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連結売上高：1,912億円、提出会社従業員数：2,105人、連結従業員数：4,797人、市場区分：プライム
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[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する指標、目標及び実績を表形式で開示するとともに、表の下において、
指標の内容や前提その他の補足情報を記載

株式会社大分銀行（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.15-16 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋
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連結経常収益：729億円、提出会社従業員数：1,593人、連結従業員数：1,750人、市場区分：プライム
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(注) １ 非財務KPI(目標・実績)は、当行グループにおいて主要な事業を営む銀行単
体の計数としております。
２ 目標を設定していない非財務KPIは、2024年度目標欄に計数を記載しておりません。
３ 専門資格は、中小企業診断士、FP1級、証券アナリスト、公認AMLスペシャリスト、
高度情報処理技術者・情報処理安全確保支援士としております。
４ 一人あたりの人材投資額は、「研修に係る費用(資格取得費用、研修派遣者の人件
費、研修所経費等)÷業務職の年度平均在籍者数」にて算出しております。
５ スキルチェックにおけるスキル分野には、預かり金融資産、審査、法人営業、個
人融資、事務(営業コース)、事務(融資・外為コース)があります。
６ 2024年度目標を2025年4月における人数、2022年度実績を2023年4月における人数
としております。
７ 個人パーパスの実践度合いは、エンゲージメント調査のなかで、個人パーパスに
関する設問を用意し、その回答結果を基に計測することを検討しております。
８ 従業員のエンゲージメントを可視化し調査結果を分析するツール「wevox」のエン
ゲージメントスコアにおけるベンチマークは、金融業(1,001～5,000人規模)の平均と
しております。

株式会社群馬銀行（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.21

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する指標、目標及び実績について、表形式で、大項目（ジョブ型人事
制度への転換、人材総合力の強化等の重点課題）を設定した上で開示するととも
に、指標の前提その他の補足情報（当社固有の指標等の意味や算定方法等）を注
において記載

 連結会社の開示が求められている中、単体ベースで開示している理由を注におい
て記載

 目標を開示していない指標については理由を注において記載

(3) 人的資本、多様性への取組み

② 指標及び目標
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連結経常収益：1,765億円、提出会社従業員数：2,860人、連結従業員数：3,061人、市場区分：プライム

目次に戻る



（注）１．URL: https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/index.html
（注）２．URL: https://ryouritsu.mhlw.go.jp/hiroba/index.php
（注）３．目標について、各種施策の継続又は現状以上の数値達成を目指すが定量的
に提示が難しい場合又は目標を定量的に算定することが難しい場合は、「―」として
おります。
（注）４．2023年６月16日開催の定時株主総会決議により新たな役員が選任されてい
るため、本書提出日現在の状況は、男９人・女１人(10%)、社内４人・社外６人(60%)
となっております。
（注）５．部門横断研修会である「Simplex Biz Day(Week)」及び「Simplex Tech 
Day」を定期実施。第一線の社員による当社顧客のビジネス展望やマーケット動向、プ
ロジェクトマネジメント及び最新テクノロジーに関するプラクティス紹介や知見の共
有等の成果報告、発表を部門横断で共有できる社内研修会であり、部門横断組織であ
るコンピテンシーリードにおいて企画・実施しております。
（注）６．業務関連資格として、Amazon Web Service(AWS)が実施する認定資格である
「AWS Certification」及び独立行政法人情報処理推進機構が実施する情報処理技術者
試験（情報処理安全確保支援士を含む高度試験）について集計して記載しております。
なお、AWS認定資格に関しては、当社グループ内での取得数が300に達したことを受け、
2023年2月に「AWS 300 APN Certification Distinction」の認定を受けております。
（注）７．年次有給休暇は、毎年１月１日を基準日として付与するため、2022年暦年
の実績を記載しております。
（注）８．コンサルタント・エンジニア人数には、当社従業員の他、ビジネスパート
ナー（当社グループの業務に従事する派遣労働者及び業務委託先の従業者等のうち当
社の執務環境において業務に従事する者をいいます。）である外部コンサルタント・
エンジニア人数を含みます。
（注）９．売上収益÷期中平均コンサルタント・エンジニア人数、期中平均従業員数
でそれぞれ算出しております。

シンプレクス・ホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.23-24

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する指標、目標及び実績について、表形式で、大項目（人材の多様
性、社内環境整備など）を設定した上で開示するとともに、指標の前提その他の補
足情報（当社固有の指標等の意味や算定方法等）を注において記載

 目標を開示していない指標については理由を注において記載

(4）指標及び目標

当社グループにおける人的資本に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実

績は次のとおりであります。このほか、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

に基づく一般事業主行動計画及びその実績を女性の活躍推進企業データベース（注）１に

おいて、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を両立支援のひろば

（注）２において公表しております。
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連結売上収益：349億円、提出会社従業員数：69人、連結従業員数：1,047人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社オートバックスセブン（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.22 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

4-8
人的資本

64

（３）人的資本への対応

④ 指標及び目標

当社グループは、ESG・SDGsの非財務目標である「多様な人材が活躍できる企業風土づ

くり」を実現するための指標と目標を定め、施策の取り組みを進めています。また、現

在、人的資本経営に向けて、人材投資を行う重要施策の選定、KPI、目標数値等の検討を

さらに進めており、今後、これらの開示についても進めていきます。

[参考になる主なポイント]

 指標の前提となる情報として女性管理職比率の管理職の定義と当社における具体
的な内容を記載

連結売上高：2,362億円、提出会社従業員数：1,057人、連結従業員数：4,477人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社バイタルケーエスケー・ホールディングス（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.16

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する指標、目標及び実績について、表形式で開示するとともに、表の
下において、管理職の定義や指標の算定方法などの指標の前提となる情報を記載

（４）指標及び目標

（中略）

人材の育成及び社内環境整備に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目

標及び実績は以下のとおりです。

※管理職とは、部下を持つ課長以上と定義し、計算しております。

※男性の育児休業は、該当年度における配偶者が出産した従業員を分母とし、その年度内
に育児休業を取得した従業員を分子として計算しております。したがって年度を跨いで育
児休業を取得した従業員は翌年度の計算対象としております。

※労働者の賃金差異においては、非正規労働者の時間換算を行わず、人員数で計算してお
ります。

4-9
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連結売上高：5,797億円、提出会社従業員数：54人、連結従業員数：3,719人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社グリッド（1/1） 有価証券報告書（2023年6月期） P.16

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 人的資本に関する指標及び目標について記載を省略している理由を記載

(３) 人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略

当社は、優秀な人材の採用及び定着を目的として、コアタイムなしのフレックス制度やリ

モートワークを取り入れた勤務制度を採用し、場所及び時間に対する裁量を拡大し、従業

員個人のライフスタイルに合わせた柔軟な働き方を可能としております。また、多様性に

富んだ組織として最大限力を発揮するため、積極的に外国籍の従業員を採用し、国籍問わ

ず適材適所の登用を行っております。

入社後の育成については、プロジェクトマネジメントや開発のスキルアップを目的とした

エンジニア研修、会計・人事・経営をテーマにしたマネジメント研修を行っております。

加えて、量子コンピュータや最適化について、大学教授等の専門家とアドバイザリー契約

を締結することで従業員が専門家に直接相談をできる体制を構築し、従業員一人一人が意

欲をもって成長できる環境を整備しております。

（中略）

(５) 指標及び目標

当社では、上記「人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略」に記載した方針に基

づき、人材の育成・強化に取り組み、成長戦略の実現及び企業価値向上に繋げてまいりま

すが、具体的な指標及び目標については、現在策定中であり記載を省略しております。
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売上高：13億円、提出会社従業員数：85人、市場区分：グロース

目次に戻る



ＯＣＨＩホールディングス株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.14

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

[参考になる主なポイント]

 連結会社の開示が求められている中、主要な事業を営む会社について開示している
旨、理由及び開示対象の会社の範囲を記載

4-11
人的資本連結売上高：1,156億円、提出会社従業員数：24人、連結従業員数：1,487人、市場区分：プライム

目次に戻る
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５．参照方式



ＳＣＳＫ株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.23 

【サステナビリティに関する考え方及び取組】※一部抜粋

（指標と目標）

当社グループは、温室効果ガス排出量の削減に向けて、SBT イニシアチブの認定を取

得した中長期的な削減目標を設定しております。

温室効果ガス排出量の削減に向けて、環境に配慮した事業活動に意欲的に取り組むと

ともに、脱炭素社会への変革を事業機会ととらえ、幅広い業界にわたるお客様やパート

ナー企業との共創を通じて脱炭素社会の実現、持続可能な社会の発展に貢献してまいり

ます。

[参考になる主なポイント]

 2022年度の温室効果ガス排出量に関連して、将来公表予定の参照先情報の公
開時期、公開場所（ウェブサイトのアドレス）及び公開内容（対象期を含む）を項
目別に記載

（ご参考）

・リスク及び機会等TCFDシナリオ分析の詳細については、当社WEBサイト

（https://www.scsk.jp/corp/csr/pdf/tcfd.pdf）をご参照ください。

・カーボンニュートラルに向けた取り組みについては、当社WEBサイト

（https://www.scsk.jp/corp/csr/environment/carbonneutral.html）をご参照くださ

い。

・2022年度の温室効果ガス排出量については、当社WEBサイトでの公開を予定しています。

公開時期：2023年9月

公開場所：当社WEBサイト

（https://www.scsk.jp/corp/csr/non_financial.html?id=sec03#sec03）

公開内容：Scope1,2,3排出量、Scope3 カテゴリ別排出量

5-1
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連結売上高：4,459億円、提出会社従業員数：8,470人、連結従業員数：15,328人、市場区分：プライム

目次に戻る



(参考) サステナビリティ開示に関する企業の取組例



• 以前からISO部会を設置して、CSR活動に積極的に取り組んでいたが、昨今の
TCFD提言等の流れを受けて、サステナビリティ部会に改編した。そうした中で、
今般の有報での開示に臨むことになった。

経緯や
問題意識

• 有報の開示にあたっては、サステナビリティ部会とも連携をしながら、投資家
等のステークホルダーの関心を踏まえて、少しでも分かりやすい内容となる
よう、取組みを進めてきた。

• TCFD提言や人的資本経営に関して、関係する部門に理解をしてもらうための
説明を丁寧に行った。

プロセス
の工夫等

• マテリアリティに基づいた経営を行う上で、どういった開示が望ましいのかで
あったり、人権の観点でどういった開示が出来るかといった観点について、
経営層と議論を重ねているところである。

更なる充
実化に向
けた取組
み

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（日本ピストンリング株式会社）（※1）
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（※1） タイトルに記載の会社名から各開示例へハイパーリンクを付しているので、適宜活用いただきたい（以下同じ）。



• 当社は長期経営計画の基本方針として掲げているサステナブル経営の実現
を重要課題と考えており、その取組状況をステークホルダーに広く知っていた
だくことが企業価値向上につながるということを意識しながら、ESGの各種取
組の状況についての開示を行うこととした。

経緯や
問題意識

• 当社は従業員が60名弱という限られたリソースの中で、サステナビリティ委
員会には社員の約半数が委員として参画している。また、全体を繋ぐ役割を
担うサステナビリティ推進室を設置していることや、取締役会がサステナビリ
ティの取組み全般を監督していること等を含め、経営層と現場の一体感が理
解出来るような開示となるよう工夫をした。

• 有報にどの程度のレベルで記載をすればよいかが分からなかったこと、また
関連数値が虚偽記載にあたらないよう細心の注意を払う必要があったこと等
の事情があったため、数値の算定や精査にはかなりの時間をかけた。

プロセス
の工夫等

• 好事例として紹介されている他社事例を参考に、より充実した開示となるよう
課題出しをしているところである。

• 開示する数値の信頼性を確保するため、第三者保証の導入も検討している
が、保証に必要なコストをいかにして工面していくかも今後の課題である。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 現時点では媒体ごとの明確な棲み分けは決めていないが、それぞれの平仄
が取れていることをタイムリーに確認しつつ、必要に応じて内容も更新してい
く。

• 各媒体の読み手が求める情報を正しく理解していただけるよう、コンテンツを
整理していくことも考えている。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（京阪神ビルディング株式会社）
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• 2020年以降、パーパスをはじめとする「ASKUL WAY」の設定や、マテリアリ
ティー・KPIの設定、また、中期経営計画の策定やTCFDの対応等を、順次進め
てきた。そうした流れも踏まえながら、今般の有報での開示内容の検討を進
めてきた。

経緯や
問題意識

• 全体像を整理した上で、前年から進めていた統合報告書（※2022年11月に
初めて発行）の制作と並行して、統合報告書との棲み分けを図りながら掲載
内容を絞り込んでいった。

• 人材関連について、人事部門と何度も協議を重ねながら、重要な事項に絞り
込んだ形での開示を心掛けた。

プロセス
の工夫等

• 財務情報と比較すると、社内外のチェックが若干手薄になっていた面が否め
ないため、今後改善すべき点として対応したい。

• サステナビリティ推進に実効性を持たせるため、ESG連動報酬制度を導入し
たので、そうした点も開示をしていきたい。

• 今後は、連結子会社も含めたデータの整備や、SBBJ基準開発の動向も踏ま
えた開示のあり方の検討も進めていきたい。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 当社では、ウェブサイトでの情報を一番網羅的に充実させつつ、次いで、統
合報告書において、当社の独自性も盛り込んだ開示を行う方針としている。

• 有報については、法定開示であることやスケジュール面での制約があること
等を踏まえると、統合報告書と同等の開示をすることの難しさはあるが、他
社事例も参考にしながら、内容を工夫していく。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（アスクル株式会社）
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• 当社は、経営の本質はサステナビリティであるという信念の下で、持続可能
性の観点を加えて経営理念の表現を見直し、当社のさらなる持続的成長にお
いて、サステナビリティの推進及び人的資本の拡充が不可欠と考え、こうした
開示を行っている。

経緯や
問題意識

• 有報は経理部主導で作成をしているところ、サステナビリティに関する開示
は、数値情報のみならず、グループ全体の方針や取組について幅広な記載
が必要な箇所であるため、開示までのタイトな作成スケジュールの中で、複
数の担当部署と連携して記載内容を推敲し、注記を作り上げるのにかなり苦
労した。

• 気候変動関連のデータについて、有報の開示時期までにGHG排出量の算出
は出来るものの、第三者検証まで終えることが出来ず、その後に開示する
予定の統合報告書に載せるデータと微妙に数字が異なる可能性があったた
め、その旨を有報に注記することとした。

プロセス
の工夫等

• 欧州のCSRDやESRSへの対応も踏まえて、開示を拡充する項目について今後
検討をしていく。

• 気候変動の観点では、Scope3の実績・目標を開示することを検討している。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 有報では、主として定量的な数値情報を開示している一方で、統合報告書で
は、株主や投資家にさらに分かりやすい内容となるように、定性的な情報も
追加して作成をしている。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（ミネベアミツミ株式会社）
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• 当社グループのマテリアリティ及びサステナビリティに関する基本方針の中
で、地球環境の保全を意識した事業活動の推進を掲げており、将来にわたり
事業の継続・成長を目指す上で、気候変動関連対応のさらなる強化が必要と
認識している。

• そうした中で、2021年度に当社グループ全体でCO2排出量削減を推進するた
めのカーボンニュートラルロードマップを策定し、また、2022年度からは、
TCFDに基づく気候関連情報の開示に向けた準備を開始した。

経緯や
問題意識

• まずは、ガバナンスとリスク管理体制の重要性を認識し、当社のサステナビ
リティ活動を統括するクラボウCSR委員会のもと、取組みを推進する体制を整
備した。

• 経営層への説明会を複数回実施し、マテリアリティや経営戦略との関連性等
について、取締役会でのディスカッションを経て、理解を得るようにした。また、
現業部門向けの勉強会も実施した。

• リスク及び機会の特定にあたっては、事業部門のみならず、管理部門にもヒ
アリングを行う等、全社的な理解に繋げることを意識した。

プロセス
の工夫等

• Scope3等、定量的なデータの開示を拡充することを検討している。

• 水や生物多様性といった自然資本の重要性も増していることを鑑み、こうした
テーマについての開示も検討していく。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 気候変動関連については「環境レポート」で詳細の内容を開示する一方で、
有報や統合報告書では環境レポートを要約した内容を開示している。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（倉敷紡績株式会社）
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• TCFD開示の義務化をきっかけに、経営層を中心に気候変動対策や開示の必
要性をさらに強く認識するようになり、それが全社レベルでの取組みを始める
きっかけとなった。

経緯や
問題意識

• SDGs推進室がコンサルタントと連携をしつつ、プロジェクトミーティングの場
で、専門用語や抽象的な問いかけを実務レベルにかみ砕いた表現に言い
換えることを意識する等、プロジェクトメンバーの理解度が上がるように努め
た。

• マテリアリティの特定など取組ができていない事項が多い中で、まずは実施
できている内容を等身大で開示することとした。

• 自社が重要視している部分を正確に伝えるという方針の下、レジリエンスの
箇所は独自に文章を作成して、現状と今後を説明することとした。

• TCFDの分析結果等も、コンサルタントの協力を得ながら、分かりやすさを重
視した開示をするように努めた。

プロセス
の工夫等

• 2023年3月期の有報において今後検討していく旨を記載した、マテリアリティ
特定やScope3等にかかる開示の実現を目指していく。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 当社では、リソースや予算の制約から、統合報告書は発行していない。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（株式会社ミマキエンジニアリング）
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• 2023年度が新しい長期経営計画を立てるタイミングとなっていたため、有報
の開示項目の選定と絡めて、取組みを進めていった。

• 上記計画の策定にあたり、「永代取引によるお客さま感動満足の創造と豊か
な地域社会の実現」を当行のパーパスとして定め、人的資本や多様性に関す
る開示内容とリンクさせる方針とした。

経緯や
問題意識

• 関係部署間で複数回にわたって勉強会を開催したり、経営層にも早い段階
でドラフトの確認をお願いする等の工夫をした。

• 中小企業の新規開拓の実績に応じて、職員を企業開拓者として認定する
「企業開拓認定制度」を独自に創設しており、その資格者数を独自指標とし
て開示した。

• 女性活躍を後押しする指標として、管理職比率のみならず、その一つ手前の
立場である役付者比率も開示した。

プロセス
の工夫等

• 各項目についての取組みや進捗状況をフォローアップすると共に、他社の開
示例も参考にしながら、開示の充実化を図っていく。

• 統合報告書ではScope3を開示しているので、有報での開示も検討する。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 有報では施策の大枠を記載している一方で、統合報告書は自由度が高いこ
とも踏まえて、図表や写真を用いながら分かりやすい記載を心掛けている。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（株式会社阿波銀行）
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• 昨年整備したパーパス、中期経営計画、経営戦略と連動させつつ、ISSB基準
等による今後の開示基準の進展も意識した開示を行う方針とした。

経緯や
問題意識

• 改正開示府令が出て早々に経営企画部が関連部門を集めて、サステナビリ
ティ開示規制の動向、全体の開示や取組みの在り方等の理解を得た上で、
有報を所管する経理部門や人財戦略を所管する人事部門等と連携しつつ、
経営層にも諮りながらまとめるといった丁寧なプロセスを心掛けた。

• データ収集について、早い段階で海外グループを含む関連部門に協力を求
めた。

• 指標及び目標に関して、環境面では「PACIFIC環境チャレンジ2050」で掲げて
いるKPIを、人財面ではマテリアリティーに紐づいたKPIを、それぞれ開示した。

• 開示範囲や算出基準について、丁寧な説明を心掛けた。

プロセス
の工夫等

• 指標及び目標の２期比較や、経営目標に掲げている従業員エンゲージメント
にかかる開示を検討している。

• GHG排出量について第三者検証を実施しているが、その旨を注記で記載す
ることを考えている。

更なる充
実化に向
けた取組
み

• 有報では、投資家・株主向けにいち早くエッセンスを正確に伝えるために、財
務マテリアリティの観点でまとめている。一方で、統合報告書では、価値創造
プロセスを中心にナラティブな情報を記載しており、投資家向けのみならず、
従業員向けにも理念や方向性を共有するツールとして利用している。

任意開示
書類との
関係性

本事例集に採り上げた企業の主な取組み（太平洋工業株式会社）
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II. 政策保有株式関連の開示



課題への対応にあたって参考となる開示例の目次

項目 課題 留意事項等 参考になる開示例

６．政策保有
株式

④政策保有株

式の銘柄ごとの
保有目的が具
体的に記載され
ていない （本紙
P.36参照）

[法令等に準拠した開示を行うにあたって
留意すべき事項]

w. 政策保有株式の銘柄ごとの開示にお
いて、保有目的を具体的に記載

[開示の充実に向けて参考になると考えら
れる事項（投資家・アナリスト・有識者の期
待・コメント等）] 

x. 株式の保有方針が主として、スタート
アップ企業との協業を通じたシナジー効
果の発揮にある場合には、そのような全
体的な保有方針を記載するとともに、銘
柄ごとの開示において、個別の協業の内
容等について具体的に記載

y. 全体的な保有方針との整合性を確認で
きるよう、非上場株式を含む政策保有株
式のうちスタートアップ銘柄の数や、見込
まれるシナジー効果を記載

• ソニーグループ株式会社 [6-
1] (w, y)

• 株式会社丸井グループ [6-2] 
(w, x, y)

• 三菱地所株式会社 [6-3] (y)
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ソニーグループ株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.108 

【株式の保有状況】※一部抜粋

6-1
政策保有

[参考になる主なポイント]

 スタートアップ銘柄の保有目的を、スタートアップ企業との協業の内容が想起で
きるように記載

81

連結売上高：11兆5,398億円、提出会社従業員数：2,445人、連結従業員数：113,000人、市場区分：プライム

目次に戻る



株式会社丸井グループ（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.68-69, 71 

【株式の保有状況】※一部抜粋

6-2
政策保有

[参考になる主なポイント]

 「共創投資」銘柄の保有によるシナジー効果を定量的に記載

 政策保有株式の増加理由について、当社の投資方針に関連付けて記載

 「共創投資」銘柄の保有目的を、投資先企業との協業の内容が想起できるように記
載

82

連結売上高：2,178億円、提出会社従業員数：254人、連結従業員数：4,435人、市場区分：プライム

目次に戻る



三菱地所株式会社（1/1） 有価証券報告書（2023年3月期） P.86 

【株式の保有状況】※一部抜粋

6-3
政策保有

[参考になる主なポイント]

 政策保有株式の保有の合理性を検証するための要素の一つとして「協業関係の状況」
に触れることで保有方針を示しつつ、政策保有株式全体に占めるベンチャー銘柄数を記
載し、保有方針との整合性を示している

 政策保有株式の増加理由と保有方針を関連付けて記載

83

連結売上高：1兆3,778億円、提出会社従業員数：1,091人、連結従業員数：10,655人、市場区分：プライム

目次に戻る



！本開示例集の公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものではない。


